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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ネパール連邦民主共和国 案件名：小学校運営改善支援プロジェクト（フェーズ

2） 

分野： 教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA 人間開発部基礎教育グ

ループ 基礎教育第一チーム 

協力金額（評価時点）：5 億 5,400 万円 

協力期間 

（R/D）:2013 年 3 月 11 日 

 

先方関係機関：教育省（MoE）教育局（DoE）、国家教

育開発センター（NCED）、カリキュラム開発センター

（CDC）、郡教育事務所（DEO） 

2013 年 6 月～2017 年 6 月 日本側協力機関：株式会社国際開発センター 

（4 年１カ月） 

当初の協力期間は 2013 年 6 月

～2016 年 12 月だったが、2015

年ゴルカ大地震の影響で、6 カ

月延長することになった。 

 

他の関連協力：・技術協力「小学校運営改善支援プロ

ジェクトフェーズ 1」（2008～2011 年） 

・フォローアップ協力（2011～2012 年） 

・コミュニティ開発支援無償「基礎教育改善プログラ

ム支援のための学校改善計画」（2012～2014 年） 

・個別専門家派遣「教育アドバイザー」（2003～2005

年）（2012～2015 年）（2015 年～現在） 

・貧困削減戦略支援（PRS）無償・財政支援方式無償

資金協力（2014 年～現在） 

１－１ 協力の背景と概要 

 ネパール教育省（Ministry of Education：MoE）は教育行政の地方分権化と住民参加による学

校運営を重視している。2000 年代以降、各学校に地域住民が参画する学校運営委員会（School 

Management Committee：SMC）の設立を義務づけ、SMC を中心に学校改善計画（School 

Improvement Plan：SIP）を策定し、SIP に基づいて学校運営を改善する制度を導入した。多くの

学校で SMC が結成されたが、本来の SIP の目的や役割が理解されないまま、校長だけが策定し

た SIP が郡教育事務所（District Education Office：DEO）に提出されることが常態化し、SMC の

資金不足も影響し、SIP に掲げる活動が十分実施されない状況にあった。 

 こうした状況を改善するため、教育省の政策実施部局である教育局（Department of Education：

DoE）は、JICA の協力を得て小学校運営改善支援プロジェクトフェーズ 1（The Project for Support 

for Improvement of School Management Phase1：SISM1、2008～2011 年）を実施した。対象 2 郡

で住民参加による SMC の学校運営能力の向上や、地方の教育行政官による学校運営支援の強化

を行い、SISM モデルを開発した。またフォローアップ協力期間（2011～2012 年）には、教育省

が SISM1 の経験をふまえて、SIP 作成ガイドブック（BS12069 年）を 2012 年に策定した。教育

省の学校セクター改革計画（School Sector Reform Plan：SSRP、2009～2016 年）では、教育行政

の地方分権化や SMC を中心とした学校運営が重要戦略の 1 つとして位置づけられている。しか

し、SIP 作成ガイドブックに基づき SIP を策定、実施している学校は限られており、全国的にみ

て SIP は形骸化していた。 

                                                        
1 ネパールで使われている太陽暦ビクラム暦。 



 

 ii

ネパール政府は SIP を活性化させるため、SMC や地方の教育行政官に対する研修やモニタリ

ング、フォローアップを含め、包括的な制度強化をめざす技術協力を日本政府に要請した。 

 

１－２ 協力内容 

 本プロジェクトは、DoE を主要なカウンターパート機関として、SISM1 をふまえて SIP を推進

する SISM モデルを国家教育開発センター（National Center for Education Development：NCED）

やカリキュラム開発センター（Curriculum Development Center：CDC）と協力して開発し、検証

対象郡でモデルの有効性を検証する。また、中央と地方の教育行政機関が学校運営の支援能力を

強化することを通じて、検証した同モデルを全国に普及し、基礎教育のアクセスと質の改善に向

けた学校運営改善をめざしている。2 年次から SSRP に拠出された日本の貧困削減戦略支援

（Poverty Reduction Strategy：PRS）無償の一部が SIP の全国普及に予算措置され、プロジェク

トと DoE が費用負担をしながら全国普及を進めた。また、2015 年 4 月、5 月に起きたゴルカ大

地震を受けて、被災した郡のうち援助受け入れが少ない 3 郡を対象にした緊急支援が、本プロジ

ェクトの成果 4 として追加された。 

 

(1) 上位目標 

SIP を通じた学校運営管理の改善に資する、中央・地方教育行政の技術的、財政的支援メカ

ニズムが維持される。 

 

(2) プロジェクト目標 

全国の小学校において、SIP の策定・実施を通じ、基礎教育のアクセス・質の改善に向けた

学校運営が行われる。 

 

(3) 成果 

成果 1 基礎教育のアクセスと質の改善に向けた SIP の策定・実施が有効に機能するための

「モデル」が開発される。 

成果 2 「モデル」の有効性と実効性が検証対象地域において検証される。 

成果 3 中央と地方の教育行政機関に学校運営の支援能力が強化される。 

成果 4 地震の被災地、シンドパルチョーク郡、ラメチャップ郡、オカルドゥンガ郡の 3 郡

のすべての公立校に対し、指導教材・学習教材の供与の緊急支援が、学校のニーズ

に基づき適切かつタイムリーに行われる。 

 

(4) 投入（評価時点） 

日本側：総投入額 5 億 5,400 万円 

専門家派遣 累計 11 名 (104.78M/M) 、1) 総括/教育行政2、2) 副総括/SSRP における学校運

営改善技術支援 1/広報・普及 2、3)研修管理/SIP 作成・実施体制強化、4) モニタリング・評

価 1/教育政策、5) 学校運営 1/SSRP における学校運営改善技術支援 2、6) 広報・普及 1、7)

広報・普及 3、8) 防災教育/モニタリング・評価 2、9)教育行政 2、10)本邦研修に関する業務

                                                        
2 総括はこれまで 2 名派遣されている。 
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調整 

ローカルコスト負担 1 億 1,540 万ルピー（研修・ワークショップ開催費用、各種調査、研

修教材開発・印刷など） 

機材供与  440 万円（車両、コンピュータ、デジタルカメラなど）  

研修員受入 20 名（カウンターパートの本邦研修 2 回） 

 

ネパール側： 

主要カウンターパート配置 現在 19 名  

ローカルコスト負担  7 億 9,400 万ルピーが、2013/14～2016/17 年までの SIP の策定・更新

や関連する保護者教育、課外活動のための予算。2014/15～2016/17 年度は、SSRP に拠出さ

れた日本の財政支援から予算配分された。 

執務室提供 DoE が専門家の執務室を提供。 

２．評価調査団の概要 

調査者 担 当 氏 名 所  属 

団長／総括 水野 敬子 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 ゾウゾウアウン JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育

第一チーム 

評価分析 島田 俊子 アイ・シー・ネット（株）コンサルタント

調査期間 2017 年 3 月 12 日～4 月 1 日 評価種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果（アウトプット） 

【成果 1】SIP の策定・実施が有効機能するためのモデルが開発され、達成された。 

指標 1-1 SIP 作成ガイドラインが教育分野のアクセスと質の改善のための内容を盛り込む

ように改訂される。  

指標 1-2 モジュール、モニタリング・ツール、指導員研修（Training of Trainers：ToT）教

材などの研修パッケージが開発される。 

指標 1-3 全国的な研修・モニタリングの仕組みが開発される。 

指標 1-4 学校運営に関するガイドラインがネパール政府により承認される。 

指標 1-5 SIP プロセスを推進・改善する活動が、年次戦略実施計画/年次活動・予算計画

（ Annual Strategic Implementation Plan/Annual Work Plan and Budget ：

ASIP/AWPB）に載せられる。 

 

指標 1-1 の SIP 作成ガイドブック（BS2069）は、DoE が 2012 年に国際協力機構（Japan 

International Cooperation Agency：JICA）の支援を得て作成し、全学校に配布した。プロジェ

クトでは同ガイドブックが一部の学校に配布されていなかったり、配布されてもガイドブック

に基づいて一部の学校で SIP が作成されていなかったりする現状をふまえて、テクニカル・

タスクフォース・チーム（Technical Taskforce Team：T3）メンバーと指導員研修のための

テクニカル・タスクフォース・チーム〔Technical Taskforce Team for Trainers’ Training（of 
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SISM2）：T5〕メンバー3、日本人専門家で検証し、簡潔で使いやすい内容に改訂した。2014

年には SIP 作成ガイドブック（BS2071）の改訂版が DoE によって承認されており、指標 1-1

と 1-4 は達成された。プロジェクトでは SISM1 の経験を基に、① 学校レベルワークショップ、

② 4 階層4のカスケード方式指導員研修、③ SMC/PTA と教育行政官/視学官やリソースパーソ

ン（Resource Person：RP）5による SIP モニタリング、④実践的で使いやすい研修用教材の 4

つで構成される、全国的な研修・モニタリングの機能を盛り込んだ、新たな SISM モデルを開

発した。3 年次には持続性を担保するため、カスケード方式指導員研修を既存の郡レベルの月

例会とリソースセンター（Resource Center：RC）レベルの月例校長会に組み込んで実施した。

震災後は、防災教育の重要性と必要性が高まり、プロジェクトで SIP のための学校防災補助教

材を作成・印刷した。モニタリングは、DEO が使用する既存のモニタリングフォーマットに

SIP の策定状況を記載できるようにした。以上のとおり、指標 1-2 と指標 1-3 は達成された。

SSRP の ASIP/AWPB には SMC や関係者の学校運営改善に関する能力開発とともに「SIP」が

以前から含まれていたが、専門家チームと DoE プログラム・予算課の協議を通じて「SIP の

策定と更新」と明示されるようになった。したがって、指標 1-5 は達成された。なお、全国の

小学校において SIP の作成と実施が適切に行われることで、全国 34,736 校に在籍する 413 万

人の児童（教育省 EMIS、2016）が間接的に裨益することが想定される。 

 

【成果 2】モデルの有効性と実効性が検証対象郡で検証されて、達成された。 

指標 2-1 ToT 参加の中央レベル行政官の SIP 促進に関する理解度が向上する。  

指標 2-2 ToT 参加の地方教育行政官の SIP 促進に関する理解度が向上する。 

指標 2-3 対象地域の校長、教員、SMC、保護者の SIP や学校管理に関する理解が向上する。

指標 2-4 提言された活動が SIP の全国普及プログラムに組み込まれる。  

指標 2-5 5 年間の SIP と年間計画が、統制郡（コントロール郡）より検証郡の学校で多く策

定される。 

指標 2-6 基礎教育のアクセスと質の改善に関する活動が、研修とモニタリング活動を実施

した SMC の SIP に計画される。 

指標 2-7 SIP の策定や実施に際して学校関係者の関与が高まる。 

 

プロジェクトでは、中央レベルの指導員養成研修前後に 11 名の中央行政官と地方行政官

23 名に対し、SIP ガイドブックや SIP 作成・促進などに関する設問の自己評価を 5 段階で行

った。ベンチマークや目標値が設定されておらず、ほぼすべての設問で研修後に中央・地方

行政官の SIP に関する理解度が深まっており、統計学的に有意な変化がみられた設問も多か

った。したがって、これらの行政官を指導員養成対象者の代表と捉え、指標 2-1 と 2-2 は達

                                                        
3 プロジェクトの活動計画策定や実施監理を行うテクニカル・タスク・チーム（T3）とカスケードモデルの研修の計画、実施

モニタリングや教材開発を行う、指導員研修のためのテクニカル・タスクフォース・チーム（T5）が設置された。前者は

DoE、NCED、CDC の管理職 6 名で、後者はこれら 3 機関の実務担当職員 8 名で構成されている。 
4 中央/リージョン、郡、リソースセンター（RC）、学校の 4 階層。 
5 学校管理と監督業務のため、各郡は就学人口や地形的な条件によって 3～27 のクラスターに分かれており、それぞれのクラ

スターには DEO が管轄する RC が設置されている。RC には、クラスター内の教員から選出されたリソースパーソン（RP）
が配属されている。RP は DEO と学校、教員をつなぐ役割として機能しており、その活動内容は視学官により監督、評価さ

れることになっている。 
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成されたとみなした。プロジェクトは、モデルの有効性を検証するためにベースラインとエ

ンドライン調査6を行った。指標 2-3 もベンチマークと目標値が未設定のため達成度を測るこ

とは困難だが、上記の調査結果から検証（対象）4 郡7での学校関係者の SIP に関する認識が

統制郡より向上しており、指標 2-3 は達成されたとみなした。プロジェクトは 4 郡の検証結

果から、①SIP ガイドブックの改訂、②既存制度を活用したカスケード方式の研修導入、③

学校レベルワークショップの開催と同マニュアルの採用、④SIP の策定・更新のための予算

配賦と具体的活動を、郡教育事務所への業務指示書であるプログラム実施マニュアル

（Programme Implementation Manual：PIM）に明記、⑤既存の校長研修の SIP セッションを

実践的な内容に改訂、など全国普及のための提言・教訓を導き、これらが全国普及プログラ

ムに反映された。以上から指標 2-4 は達成された。指標 2-5 は、統制郡は 1 郡の 75％以外は

残り 3 郡とも 25％以下と低いが、検証（対象）4 郡での SIP 策定率が 95％や 100％なので、

目標値は未設定だが達成されたとみなした。指標 2-6 もベンチマークや目標値は未設定であ

る。上述の調査で、①退学児童の減少、②不就学児童の減少、③教育の質が上がる活動、④

予算の必要ないゼロ予算活動、が SIP に含まれているか、学校関係者の考えを 5 段階で尋ね

た。検証郡での関係者の回答の変化が著しく、これらの活動がプロジェクトの介入によって

SIP に多く含まれたと推察でき、指標 2-6 は達成したとみなした。指標 2-7 について、ベー

スライン調査よりエンドライン調査で、統制郡より検証郡の学校関係者が SIP 策定により参

加したことが示唆された。したがって、ベンチマークや目標値が未設定だが指標 2-7 は達成

されたとみなした。 

 

【成果 3】全国普及プログラムを実施し、SIP の策定・実施のための中央・地方行政機関の

能力が強化され、達成された。 

指標 3-1 SIP 促進のために、ToT の指導員としての中央行政官の能力と関与が向上する。

指標 3-2 地方行政官の ToT の内容に関する理解度が高まる。 

指標 3-3 SIP 促進や開発、更新・実施のために DoE、NCED、CDC、DEO 間で頻繁に会合

が開かれる。 

指標 3-4 PIM に SIP を推進・改善する活動が明記される。 

  

指標 3-1 は自己評価や他己評価を行っておらず定量的なデータがないが、インタビューと

質問票調査から T5 メンバーが全国普及に向けての活動に積極的に関与し主体性を醸成した

ことから、能力が向上したと推察した。指標 3-2 は、全国の 163 名の郡教育行政官らが郡レ

ベルの SIP 指導者研修ファシリテーターとして育成され、研修後の評価では彼らの SIP や研

修に関する理解度の向上が見られた。指標 3-3 は、プロジェクト開始以来、T3 と T5 メンバー

は SISM モデルの全国普及や制度化に向けての課題や解決策について頻繁に協議した。指標

を追加設定した中間レビュー以降、約 1 年間の間に 12 回の会合が開かれた。指標 3-4 は郡

以下の SIP に関する活動をこれまで以上に具体的に明記した。以上をふまえて、4 つの指標

                                                        
6 モデル検証のベースライン調査とエンドライン調査は、検証 4 郡とそれぞれに隣接するサンクワサバ、カピルバストゥ、カ

リコット、ダデルドゥラの 4 郡を統制郡として、各郡 20 校をサンプル校として選出した。つまり、検証郡のサンプル校 80 
校、統制郡のサンプル校 80 校、計 160 校が調査対象となった。検証郡には SIP/キャパシティ強化のためのカスケード研修

を実施している。 
7 ソルクンブ、ルパンデヒ、ジュムラ、ドティの 4 郡。 
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は達成されており、成果 3 は達成されたと判断した。 

 

【成果 4】被災した 3 郡へ緊急支援が円滑に行われ、達成された。 

指標 4-1 支援計画策定時に学校の緊急ニーズが十分考慮される。 

指標 4-2 3 郡の RP 全員が、担当学校に対してカリキュラム、教員用テキスト、出席簿、そ

の他の教材の使い方を指導する。 

指標 4-3 3 郡のすべての公立校が、緊急支援物資を活用する。 

 

成果 4 は 2015 年の大地震を受けて追加された。プロジェクトは JICA や DoE と協議し、

激震地の 14 郡の中でも比較的支援の少ない 3 郡8を選び、共通して依頼のあった教材と各郡

のニーズに基づいた教材・教具を配布した。また 3 郡の RP に対して教材・教具の活用のオ

リエンテーションを実施した。雨期の道路封鎖によりこれらの教材・教具の配布が一部遅れ

た学校もあったが、3 郡すべての公立校計 1,363 校に教材が配布された。3 つの指標がすべ

て達成されており、成果 4 は達成された。 

 

(2) プロジェクト目標：指標 1 と 3 はベースライン調査時に比べ改善が見られるが、指標 1

と 2 が目標値に到達していないことから、達成されていない。  

指標 1 少なくとも 80％のサンプル校が、改訂 SIP 作成ガイドラインに基づいて 2016/17

年度の SIP 年間計画を更新する。 

指標 2 少なくとも 60％のサンプル校が、2015/16 年度の SIP に掲げた活動を実施する（予

算の要らない活動 80％、予算のいる活動 50％を実施した場合、「実施した」とみ

なす）。 

指標 3 基礎教育のアクセス・質の改善に関連した活動*が SIP に掲げられ、実施される。

*(1)中退者を減らす、(2) 不就学児童を減らす、(3) 学習達成度向上に資する、(4)

予算を必要としない、という活動 

 

指標 1 については、全国普及ベースライン調査9とエンドライン調査10によると、SIP 年間

計画を更新する学校の割合は 2013/14 年度の 43％から 2016/17 年度は 71％に増えたが、目標

値には達成しなかった。指標 2 はサンプル 100 校のうち 86 校が予算のいる活動を計画して

おり、そのうちこれらの 50％の活動を完全に実施したのは 30 校（35％）だった。予算のい

らない活動については、74 校が計画しこれらの活動 80％を完全に実施したのは 28 校（38％）

だった。予算のいる活動といらない活動の実施率は目標値には届かず、指標 2 は達成できな

かった。指標 3 はベンチマークや目標値が未設定で達成度の判断は困難である。しかしエン

ドライン調査結果から、SMC や校長、教員、保護者による SIP 実施の評価は、ベースライ

ン調査と比較して全般的に改善している。「SIP が中退者と不就学児童の減少に有効である」

                                                        
8 シンドパルチョーク郡、ラメチャップ郡、オカルドゥンガ郡の 3 郡。 
9 全国普及ベースライン調査は、モデル検証のエンドライン調査と兼ねて実施した。調査の簡素化を図るため、モデル検証の

エンドライン調査で定めた統制 4 郡（サンクワサバ、カピルバストゥ、カリコット、ダデルドゥラ）をサンプル郡とし、さ

らに中部リージョンから選定したバクタプール郡を含めた。地理的条件を考慮し、各郡から 20 校、計 100 校をサンプル校

として 2014 年に調査した。 
10 全国普及エンドライン調査は、上記ベースライン調査と同じ 5 郡のサンプル校 100 校を対象に 2016 年に実施した。 
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との回答はベースライン調査に比べ顕著な変化が見られ、学校関係者が SIP を有効なツール

として積極的に活用し始めていることが推察できる。同様に「学習達成度の向上に資する活

動」、「予算を必要としない活動の約 80％が実施された」についても、エンドライン調査で

統計的に有意な改善が見られた。一方で、SIP 活動の実施により、どの程度中退者や不就学

児童が減り、学習達成度が上がったかを検証する客観的なデータや情報は、同調査や SIP 研

究などで収集していない。カウンターパートや学校関係者のインタビューでは、学習教材や

教具が多くの学校で不足していることや、SMC が SIP 活動を通じて直接学習改善できる能

力は限界があることも指摘された。 

以上、プロジェクト目標は達成されていない。その理由は、目標値の設定が高すぎたこと

に加え、後述するように、実行可能な SIP の策定・実施に関して依然として制度面と技術面

で課題があることに起因していると考えられる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

教育省の SSRP（2009/10～2015/16 年）は基礎教育の完全普及と教育の質の向上を主要な

柱とし、教育行政の地方分権化と住民参加による学校運営を重要戦略と位置づけた。後継プ

ログラムの学校セクター開発計画（School Sector Development Plan：SSDP、2015/16～2022/23

年）は、学校補助金拠出の制度や SMC の役割見直しなど学校運営能力の強化に引き続き取

り組むとして、SIP を学校運営・改善ツールとして活用する旨が明記されている。本プロジ

ェクトの内容は、これらネパール側の政策と合致している。 

SIP は 2001 年から導入され学校での策定・実施が義務付けられたが、学校改善のツールと

して十分活用されず、校長だけで作成する提出物となり形骸化していた。DoE は JICA の支

援で開発した SIP 作成ガイドブックに沿った SIP の策定・実施を進めたい意向があり、本プ

ロジェクトに対する期待は高く、必要性も高かった。 

日本の外務省対ネパール経済協力方針（2012 年）と事業展開計画（2014 年）では、「地

方・農村部の貧困削減」が 3 つの援助重点分野の 1 つで、本プロジェクトはその中の「万人

のための教育プログラム」に位置づけられた。JICA 国別分析ペーパー（2014 年）では、初

等教育の改善支援が JICA の協力方針の１つとして掲げられ、学校運営の強化とアクセス・

学習環境の改善に対して支援することが明記されている。したがって、本プロジェクトは日

本の援助政策との整合性が高い。 

JICA は SISM1（2008～2011 年）や DoE への個別専門家「教育アドバイザー」の派遣をネ

パールで行っている。これらの協力を通じて、学校運営改善に必要な技術やノウハウが JICA

に蓄積されている。本プロジェクトはこれまでの協力と整合性があり、過去の協力から得ら

れた知見や教訓を十分活かして実施したと評価できる。 

プロジェクトが支援した研修や改訂 SIP 作成ガイドブック、研修用教材を通じて、施設整

備だけでなく子どもたちの出席率向上や学習改善を促す、予算のいらない活動などが SIP と

して策定・実施されるようになった。多くの学校関係者が形骸化していた SIP を学校改善の

ツールとして認識・活用するようになり、プロジェクトが採用したアプローチは SIP の活性

化や学校改善の手段として適切だった。 
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以上、総合的に判断して本プロジェクトの協力実施内容は妥当性が高い。 

 

(2) 有効性：やや高い 

4 つの成果はすべて達成されプロジェクト目標の達成に向け貢献したが、プロジェクト目

標は指標の目標値に届かず達成されていない。この目標値は、中間レビュー時にプロジェク

ト関係者で協議・設定されたものだが、特に指標 2 の SIP の実施率はやや高めに設定された

ため、目標未達となったことが推察される。また実行可能性の高い SIP の策定・実施につい

ては、まだ多くの学校で課題があることが推察される。 

本プロジェクトの特筆すべき成果は、形骸化していた SIP を学校改善のツールとして全国

に普及させ、その有用性を中央・郡教育行政から学校レベルの関係者までに認識させたこと

である。その他、プロジェクトがもたらした効果は、既存制度を活用した SIP カスケード研

修制度の構築、教材開発、中央・地方教育行政官の能力向上、学校関係者の意識向上や SIP

の策定・実施への参加促進など、が挙げられる。 

以上の点を総合的に判断して、本プロジェクトの有効性はやや高いと評価した。 

 

(3) 効率性：やや高い 

SSRP に拠出された日本の PRS 無償の一部が、プロジェクトの進める SIP 活性化の全国普

及のために予算措置されることになった 2 年次以降、活動量が増えたことから専門家の投入

を増加した。2015 年 4 月と 5 月の大地震で学校が一時休校に追い込まれ、学校レベルの SIP

ワークショップの開催が遅れるなどプロジェクト活動の一部に影響を及ぼした。プロジェク

トでは被災した学校に対する緊急支援を追加的に行ったので、再度専門家の投入を増加し

た。地震以外には SSRP の予算配賦の遅延や道路封鎖、燃料不足、教育法改正で SMC メン

バーの変更による一部の郡での SIP 策定・実施の遅延などにより、一部の活動が遅れて効率

性をやや低める要因になった。全般的にはこれらの阻害要因がある中で、PRS 無償との連携

や震災後の緊急支援が適時適切に実施されたこと、多くの活動が効率的に実施されたことか

ら、効率性はやや高いと評価した。 

 

(4) インパクト：現時点でもポジティブなインパクトの発現が見られる 

上位目標「SIP を通じた学校運営管理の改善に資する、中央・地方教育行政の技術的、財

政的支援メカニズムが維持される」の達成に必要な SIP 関連活動の制度化は、プロジェクト

活動として取り組んだこともあり、特に予算面は改善が見られる。視学官と RP が各学校の

SIP をレビュー・添削し、現実的な SIP 策定のための助言を行う SIP 評価活動は、一部の関

係者から高い評価を受けたが、プロジェクト 終年に全国 75 郡のうち 11 郡で試行しただけ

でまだ十分制度化できていない。連邦制移行に伴う教育行政機関の組織改編や制度変更が、

2017 年の地方・州・国政選挙実施後に起こりうるが、制度変更後も DoE は SIP 活動の主導

的な立場を担うと考えられるため、DoE が SIP 評価や SIP 関連活動を SSDP の活動・予算計

画に反映するなど、制度化に向けた取り組みを引き続き行えば、上位目標の達成見込みはや

や高いと予想される。 

プロジェクト開始当初、SIP の策定・実施を全国に普及するとしながらも具体的な方法は
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決まっていなかったが、1 年次の終わりから毎年、日本の財政支援の一部が SSRP と SSDP

に予算措置され、全国普及が実現した。 大のインパクトは、SIP の有用性が SSDP で明確

に認識され、SIP 策定・更新・実施を含む予算の増額や、これまで課題とされた SIP と学校

補助金との関連づけなど、学校運営改善のツールとして確実に活用されるめどがたったこと

である。 

プロジェクトが作成した学校防災補助教材は多くの関係機関から注目され、ユニセフや国

際非政府組織（Non-Government Organization：NGO）、DoE の教育カウンセリング・災害

管理課がメンバーである、児童中心災害リスク軽減協会が郡や RC レベルの研修で使用した

ほか、同協会のメンバーである国際 NGO のセーブ・ザ・チルドレンが独自の活動でも活用

した。 

 

(5) 持続性：中程度からやや高いと見込める 

SIP の策定・実施を通じた学校運営改善は、SSDP で学校レベルのガバナンスとマネジメ

ントの改善や能力開発の１つとして明示されており、ネパール政府の方針は連邦制移行後も

変更されないと考えられる。したがって政策面の持続性は高いと見込まれる。ASIP/AWPB

で SIP 策定・更新・実施の予算が増額傾向にあることや、補助金ガイドライン作成後、SIP

と学校補助金との関連づけが SSDP でより明確になる可能性が高く、財政面の持続性は高い

と予想される。既存の教育行政制度を活用したカスケード方式の SIP 研修の開発・実施や、

NCED・教育研修センター（Education Training Center：ETC）が行う校長向け既存研修での

実践的な SIP セッションの改訂などを高く評価した。一方で、SIP 年間計画を策定していな

い学校が依然あり、DEO、視学官、RP によるモニタリングやフォローアップが不足してい

るほか、SIP 評価は 11 郡だけで試行され制度化に至っていないなどの課題が残るため、制度

面の持続性は中程度からやや高いと評価した。終了時評価時点で、SIP 関連活動の実施体制

については様々な意見があり、関係部局や関係機関での議論と特定が必要である。またプロ

ジェクトチームが依然として活動を牽引しなければならない状況も確認しており、所管部局

によるリーダーシップの発揮が今後必要不可欠であることから、組織面の持続性は中程度と

評価した。SMC など学校関係者は 5 カ年 SIP 策定に関する知識やスキルを身に着けて実践

できる可能性が高いが、SIP 年間計画の策定、学校会計に関する知識やスキルは不十分で、

新たに習得できる機会を設ける必要がある。SIP の学校運営改善ツールとしての実効性を高

めるためには、学校関係者を支援する視学官と RP の SIP 評価などの能力強化にも引き続き

取り組む必要がある。これらをふまえて、技術面の持続性は中程度と評価した。 

以上、プロジェクトの持続性は総合的に判断して中程度からやや高いと評価した。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容 

本プロジェクトは、「実践的でユーザーフレンドリーなモデルの開発」と「郡・学校・コ

ミュニティの理解と関心を高めることを重視した研修体制」を基本方針として活動を実施し

てきた。これら 2 点に配慮した計画は、SISM モデルやカスケード方式の SIP 研修の有効性

を高め、中央から学校に至る関係者に広く評価されたことが確認された。またプロジェクト
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の妥当性、有効性、一部持続性を高める要因となった 

本プロジェクトは、投入の点でも効果発現に貢献している。SISM1 をはじめ JICA との協

力事業の経験があるカウンターパートの投入や、リーダーシップを発揮した総括やネパール

業務経験が豊富な専門家、プロジェクトと関係者の調整役を担ったプロジェクトスタッフな

ど日本側の投入は、専門家とカウンターパートとの信頼関係の構築、プロジェクト関係者間

の円滑なコミュニケーションに役立ち、効率的・効果的なプロジェクト運営を可能にした。

 

(2) 実施プロセス 

プロジェクトの開始当初、2 年次以降は全国を対象にするとしていたが具体的な普及方法

は決まっていなかった。1 年次の終わり（2014 年 5 月）に日本が SSRP に PRS 無償を通じて

財政支援することを閣議決定し、9 月にはその約半分を SIP 活性化の全国普及のために予算

措置することがネパール財務省と JICA 事務所間で合意された。この決定を受けて、2 年次

からプロジェクトと DoE で費用を負担して SIP 活性化のための普及活動を全国で展開でき

るようになった。この点は、カウンターパートが SIP 促進の活動をプロジェクト限定の活動

ではなく DoE/DEO の活動として認識するようになり、本プロジェクトの有効性や効率性、

一部持続性を高める要因になり、インパクトの発現にもつながった。 

プロジェクト開始後に、調整委員会の下に DoE、NCED、CDC のメンバーからなる T3 と

T5 を設置した（脚注 3 参照）。これら 3 機関のカウンターパートがプロジェクト活動の一

部を担ったことで、彼らの主体性や責任感の醸成、日本人専門家との意思疎通の円滑化、3

機関の連携・協調の促進などプラスの効果をもたらした。本プロジェクトの妥当性や有効性、

効率性、一部持続性を高めるのに貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容 

特になし。 

 

(2) 実施プロセス 

3-2 の(3)で述べたとおり、①SSRP の予算配賦の遅延により、多くの郡で RC と学校レベ

ルの SIP ワークショップの開催が遅れた、②大地震により、一部の学校で SIP の策定・実施

が遅れた、③雨期の道路封鎖で、被災郡の学校に対する緊急支援物資の輸送が遅れた、④イ

ンドの国境封鎖による深刻な燃料不足で、一部のモニタリング活動が遅れた、⑤教育法改正

で SMC メンバーの変更があり、一部の学校での SIP 策定・実施が遅れた、の 5 点が効率性

をやや低めており、実施プロセスの問題を惹起した要因である。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは、形骸化していた SIP を学校運営改善のツールとして全国に普及させ、その

有用性を中央・郡教育行政から学校レベルの関係者までに認識させるという特筆すべき成果をも

たらした。成果 1 から成果 4 はすべて達成され、プロジェクト目標達成に向けて寄与している。

しかしプロジェクト目標については、指標がベースライン調査時に比べ改善が見られるものの目
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標値に届かず達成していない。 

5 項目評価は、妥当性が高く、有効性と効率性もやや高いという軒並み高い評価となった。プ

ロジェクトでは早い段階から持続性を高める取り組みをしており、終了時評価時点でも上位目標

の達成見込みはやや高いという評価結果につながった。SSDP で SIP の有効性が確実に認識され、

学校運営改善のツールとしての活用が方針として明示され予算が増額されるなど、ポジティブな

インパクトが既に発現している。持続性については政策面と財政面では高く、制度面は中程度か

らやや高く、組織面と技術面が中程度であり、総合的な評価は中程度からやや高い。 

SIP の実効性を高めるための SIP 評価について、パイロット郡での経験・教訓をふまえて制度

化できれば、実質的なプロジェクト目標は近いうちに達成されると見込めるだろう。 

 

３－６ 提言 

評価結果に示されたように、プロジェクトは SIP の活性化に大きく貢献した。他方、策定され

た SIP の実施という点からは課題が残されている。SIP がより効果的に策定され、学校運営改善

の実現に向けて着実に実施されていくためには、学校関係者及び学校を支える教育行政関係者の

さらなる能力強化が必要となる。これに持続的に取り組んでいくためには、プロジェクト終了に

向けて、これまでプロジェクトが主導してきた役割をネパール側が引き継ぎ、その他の関係部署

との連携のもとに、学校運営改善をセクター計画の活動の一環として継続的に取り組んでいくこ

とが求められる。かかる観点からプロジェクト終了時まで、また、プロジェクト終了後も引き続

き取り組む課題として以下の提言を行った。 

 

(1) 制度化に向けた具体策の提示とその実施に向けて 

SIP 関連活動が、ネパール側の主導のもとに SSDP の中で着実に実施されていくために、

プロジェクト期間中に喫緊に取り組むべき課題として下記 4 点を挙げた。 

1) SIP 関連活動を総括する部局の特定 

2) 2017-2018 年に実施すべき活動を特定し、SSDP の活動・予算計画に反映 

3) 組織体制変更後の実施体制に基づいた 2017-2018 年の詳細活動計画の策定と承認〔次

回調整委員会（Coordination Committee（for SISM2）：CC）にて協議〕 

4) プロジェクトの成果・教訓に加えて、プロジェクトが実施した各種調査や研究等（SIP

評価を含む）の分析結果や知見について、地方、中央レベルの関係者及びドナー関係

者と共有 

 

(2) SIP の質担保のための主要関係者の能力強化に向けて 

連邦制による新体制において、質の伴った SIP 関連活動が実施されるには、主要関係者の

さらなる能力強化が必要となる。とりわけ、RP 及びスクール・スーパーバイザー（School 

Supervisor：SS）により SIP 評価活動が効果的に行われ、学校レベルの SIP プロセスの質向

上につながるよう、以下の活動を ASIP/AWPB 及び PIM に明記し、必要な予算措置を行うよ

う提言した。 

1) リージョンレベル ToT ワークショップ（各郡のフォーカル RP、SS 対象） 

2) 郡レベルワークショップ（すべての RP、SS 対象） 

3) RC レベルワークショップ（校長や SMC 議長対象） 
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4) SIP 策定ガイドライン改訂及び改訂版の印刷・配布（学校補助金ガイドラインとパッ

ケージにする） 

 

(3) SIP の実施促進に向けて（能力強化やガイドライン改訂にて留意すべき事項） 

SIP の実施を高めていくためには、SIP プロセスにおけるプロジェクト終了後も SMC や保

護者と教職員による社会教育関係団体（Parent Teacher Association：PTA）の関与やコミ

ットメントをさらに強化する必要がある。かかる点から、学校レベルに対する RP、SS によ

る技術的支援や、SIP 形成マニュアルの改訂を検討するにあたって留意すべき事項として、

以下の点を挙げる。 

1) 5 カ年 SIP と年間 SIP が学校運営の有効なツールとして策定されるよう適切なガイダン

スを行う。 

2) SIP を政府資金調達のためのプロポーザルとしての位置づけるのではなく、学校のイニ

シアティブにより実施する活動計画として捉える。 

3) 行政から学校に割りあてられるリソースに関する情報について SIP 作成プロセスにて

提供する。 

4) 学校の資金管理（補助金運営）と SIP 策定に関する研修を統合的に提供し、学校運営

改善に向け、学校のリソースと SIP との関連性を強化する。 

5) 学校の資金管理に必要とされる SMC の基礎的な会計知識・能力を強化する。 

6) 国家の教育目標の達成においては、まずは学校のステークホルダーが、基本的な教育

指標の意味について自らの文脈で理解し、SIP を通じてこれらを収集、モニターするこ

とにより、学校運営改善を促進する意識を高めることが肝要である。 

 

(4) プロジェクト期間の延長について 

上記の活動・対策を促進するため、評価調査団は１年を上限としたプロジェクトの延長の

必要性を確認した。なお、延長期間においては、ネパール政府は SIP 関連活動の完全なる組

織化、制度化を進め、セクター計画の中で管理・実施していく能力強化を行っていくことを

提言とした。 

 

３－７ 教訓 

(1) 組織横断的なカウンターパート（Counterpart：C/P）チームの構成及び役割の明確化がプ

ロジェクト実施を促進する。 

DoE のプログラム・予算課が主要カウンターパートになり、予算面、運営面において、ス

ムーズなプロジェクト実施を可能とした。具体的には、全国展開や制度化に向けた必要な予

算措置を当課にて講じたことが円滑な実施につながった。加えて、公立学校管理課、NCED、

CDC は主に技術的な面へ貢献した。また、それらの C/P 機関の役割が本プロジェクトにて

明確化されていることでプロジェクトが機能し、実施が促進された。 

 

(2) 既存の研修制度の活用は持続性を確保する。 

NCED とプロジェクトが連携し、NCED の既存の校長研修制度に SIP 研修を統合させるこ
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とができたことによって、新任される校長の SIP 関連活動理解のための研修ニーズを満たす

ことができた。また、このようなアプローチによって、NCED 及びプロジェクトの研修効率

性を高め、プロジェクト終了後も既存制度の中で継続的に実施されることとなる。 

 

(3) ローカルスタッフの活用が C/P の調整をはじめとする円滑なプロジェクト実施を可能に

する。 

SISM2 チームではプロジェクト期間中、プロジェクト活動実施を支援したローカルスタッ

フが複数名在籍しており、日本人専門家の補助のみならず、積極的に研修のファシリテーシ

ョン、教育行政官との調整、情報収集を行ったことによって、SIP 関連活動の促進に向けた

能力が強化され、円滑なプロジェクト実施を可能とした。プロジェクト期間中及び今後の延

長期間に限らず、当セクターでの継続的な支援において、ローカルスタッフの能力強化と今

後の活用が重要である。 

 

(4) 複数援助スキームのタイムリーな連携が全国展開の実現につながる。 

本プロジェクトでは活動の全国展開を実現させることができたが、そのためにプロジェク

トと連携し、教育アドバイザーが重要な役割を担い、全国展開のタイミングで財政支援無償

による支援を可能とした。 
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第１章 調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

ネパールにおいて、小学校の純就学率は 2006 年の 87.4％から 2010 年には 95.3%に向上し改善

されているが、地域間の格差は大きく、また小学校 1 年生の 19.9％が留年している（2012 年 Flash 

Report）。この要因には教員の質の低さや学校施設の不足に加えて、親の教育に対する意識の低さ、

教員の欠勤率の高さ、少数民族やカーストの低位にある子どもの中退率が高いこと等が挙げられ

る。 

ネパール教育省は、2009 年から 2016 年までの 7 年間、教育政策として学校セクター改革プ

ログラム（SSRP）を掲げ、教育の質の向上を重点課題として位置づけていた。教育の質に資する

活動計画の一部として、教育行政の地方分権化と、住民参加による学校運営を重要戦略と位置づ

け、教育法により各学校に地域住民で組織された学校運営委員会（SMC）の設立を義務づけてお

り、学校改善計画（SIP）の策定と実施を行っている。 

しかし、現実には、郡や村の行政官の人員や能力、学校を指導・支援するリソースパーソン（郡

教育事務所下のリソースセンター配属）の人員や能力の不足により、地域の教育データや教育計

画に基づく予算配賦は行われておらず、SIP に基づいた学校改善に必要な教育予算が確保できな

い状況が生じている。さらに、学校や地域の能力が不足する中での教育行政の地方分権化は、危

惧されていたことではあるが、学校間、地域間の就学率・中退率に格差・ひずみを生じさせてい

る。 

これを受け、わが国は 2008-2011 年に技術協力プロジェクト「小学校運営改善プロジェクト」

（以下、「フェーズ 1」と記す）により、教育省の政策実施部署である教育局（DoE）をカウンター

パートとしてダディン郡及びラスワ郡の 2 郡において住民参加による SMC の学校運営能力の向

上、地方行政官による学校運営の支援の強化を図った。その結果対象郡では、コミュニティの意

識が向上し教員の欠勤・生徒の欠席が減る等の成果が見られ、同郡の初等教育の就学率及び中退

率の改善に貢献した。フェーズ１終了後もネパール政府はフェーズ 1 で開発された SMC 向け研

修のガイドラインの全国配布、SIP 策定ガイドブックを取りまとめ、SMC 強化と SIP 策定・実

施を軸とした初等教育の学校運営改善に関して積極的に取り組んでいる。一方、大部分の学校が

SIP を策定するものの、SIP の活動実施と学校への交付金との関係が薄いことから、SIP が十分

に実施されていない。また、学校運営委員会及び地方行政官に対する研修、研修後のモニタリン

グ・フォローアップを含めた包括的な制度構築が必要とされている。 

こうした状況を改善するため、わが国はネパール教育局をカウンターパート機関として、「小

学校運営改善支援プロジェクトフェーズ 2（SISM2）」を 2013 年 6 月より 2017 年 6 月までの 4

年 1 カ月間の予定で実施中であり、現在、プロジェクトチームを派遣中である。本プロジェクト

は、SIP の策定・実施を通じ、基礎教育のアクセス・質の改善に向けた学校運営が行われること

をめざし、フェーズ 1 で開発した SIP 作成・実施・モニタリングの仕組みを全国で普及・活用で

きるようにするための仕組みづくりと中央・地方教育行政官の学校運営支援の能力強化を行って

いる。       

今回実施する終了時評価調査は、ネパール政府と合同で SISM2 プロジェクト活動の実績及び成

果を確認・分析するとともに、今後のネパールの支援に対する提言や類似事業の実施にあたって
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の教訓を導くことを目的として、終了時評価調査団を派遣した。 

 

１－２ プロジェクト概要 

本プロジェクトは DoE を主要なカウンターパート機関として、SISM1 をふまえて SIP を推進す

る SISM モデルを NCED や CDC と協力して開発し、検証対象郡でモデルの有効性を検証する。

中央と地方の教育行政機関の学校運営の支援能力の強化を通じて、検証した同モデルを全国に普

及し、基礎教育のアクセスと質の改善に向けた学校改善をめざしている。2 年次から SSRP に拠

出された日本の貧困削減戦略支援（PRS）無償資金協力の一部が SIP 全国普及に予算措置される

ことになり、プロジェクトと DoE が費用負担をしながら全国普及を進めている。2015 年 4 月、5

月に起きたゴルカ大地震を受けて、被災郡のうち援助受け入れが少ない 3 郡を対象にした緊急支

援を本プロジェクトの成果 4 として行うことになった。 

 

(1) 上位目標 

学校改善計画（SIP）を通じた学校運営管理の改善に資する、中央・地方教育行政の技術的、

財政的支援メカニズムが維持される。 

 

(2) プロジェクト目標 

全国の小学校において、学校改善計画（SIP）の策定・実施を通じ、基礎教育のアクセス・

質の改善に向けた学校運営が行われる。 

 

(3) 成果 

成果 1 基礎教育のアクセスと質の改善に向けた SIP の策定・実施が有効に機能するための

「モデル」が開発される。 

成果 2 「モデル」の有効性及び実効性が検証対象地域において検証される。 

成果 3 中央及び地方の教育行政機関の学校運営の支援能力が強化される。 

成果 4 地震の被災地、シンドパルチョーク郡、ラメチャップ郡、オカルドゥンガ郡の 3 郡

のすべてのコミュニティスクールに指導教材・学習教材の供与の緊急支援が、学校

のニーズに基づき適切かつタイムリーに行われる。 

 

１－３ 調査の目的 

(1) プロジェクトの実績及び成果を計画と比較して確認する。 

(2) プロジェクト終了までの優先課題について明確化する。 

(3) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に基づきプロジェクトを

分析・評価する。 

(4) プロジェクト残り期間及びプロジェクト終了後の対応に係る提言を行う。 

(5) プロジェクトから他の類似案件に適用できる教訓を導出する。 
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１－４ 調査団の構成 

 

担 当 氏 名 所  属 

団長/総括 水野 敬子  JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 ゾウゾウアウン JICA 人間開発部基礎教育グループ 

基礎教育第一チーム 

評価分析 島田 俊子 アイ・シー・ネット株式会社 

コンサルタント 

    

１－５ 調査日程 

 

日にち 行程 

3 月 12 日 日 
12:45 評価分析コンサルタントカトマンズ着（島田）TG319 
15:00 SISM2 総括インタビュー 

3 月 13 日 月 
10:30 JICA ネパール打合せ 
11:30 合同評価団打合せ 
10:30 DoE カウンターパートインタビュー 

3 月 14 日 火 

7:30 ゴルカ郡へ移動 
12:30 ゴルカ郡 DEO インタビュー 
13:30 RP インタビュー 
14:30 SS インタビュー 

3 月 15 日 水 
9:30 学校訪問と SMC 等インタビュー 
13:00 カトマンズへ移動 

3 月 16 日 木 
10:30 NCED インタビュー 
12:00 CDC インタビュー 
13:30 JICA 教育アドバイザーインタビュー 

3 月 17 日 金 資料整理 
3 月 18 日 土 資料整理 

3 月 19 日 日 
午前 資料整理 
12:45 官団員カトマンズ着（水野、ゾウゾウ）TG319 
17:00 団内打合せ 

3 月 20 日 月 

午前 資料整理 
13:00 MoE 表敬訪問 
14:00 合同評価団打合せ 
17:00 JICA ネパール打合せ 

3 月 21 日 火 

10:30 カウンターパート及び専門家協議 
12:00 NCED 協議 
15:00 カトマンズ DEO インタビュー 
16:00 RP、SS インタビュー 

3 月 22 日 水 
10:30 学校訪問と SMC 等インタビュー 
午後 資料整理 

3 月 23 日 木 
8:30 公立学校管理課インタビュー 
17:30 SISM2 日本人専門家協議 

3 月 24 日 金 
12:30 ドナー協議（世界銀行、ADB、EU） 
午後 資料整理 

3 月 25 日 土 団内打合せ、資料整理 

3 月 26 日 日 

10:00 合同評価団協議（ドラフト報告書及び M/M 関連） 
14:00 JICA 教育アドバイザー協議 
15:00 SISM2 チームとの協議（ドラフト報告書関連） 
16:00 DoE 協議（M/M 関連） 
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3 月 27 日 月 報告書及び M/M の 終化 

3 月 28 日 火 
午前 資料整理 
CC 会合準備 

3 月 29 日 水 16:30 CC 会合、M/M 締結 
3 月 30 日 木 16:00 JICA ネパール事務所報告 

3 月 31 日 金 
午前 資料整理 
13:55 カトマンズ発 （全員）TG 320 

4 月 1 日 土 6:55 東京着 TG 682 
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第２章 評価の手法 

 

２－１ 調査方法 

本調査は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」と「JICA 事業評価ガイドライン第 2 版」に

沿って、ネパール側と JICA が選出した合同終了時評価調査団により、以下の調査方法に基づき

実施された。 

 

(1) プロジェクト・デザイン・マトリックスの検証 

「小学校運営改善支援プロジェクト・フェーズ 2」の終了時評価を行うにあたり、2013 年

3 月 11 日の討議議事録（Record of Discussion：R/D）と一緒に合意されたプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）バージョン 0 と、2015 年 4・5 月のゴ

ルカ大地震後の 2015 年 8 月に緊急支援を追加・修正した PDM バージョン 1、2016 年 2 月の

中間レビュー時に改訂した PDM バージョン 2 について、その内容や修正点などを確認した

（PDM バージョン 2 は付属資料 2「ミニッツ ANNEX1 を参照）。一部指標にベンチマーク

や目標値が設定されていないが、既に PDM の指標の実績を確認する各種調査が終わってい

るため、本終了時評価では可能な限りインタビューや質問票調査などの結果をふまえて総合

的に評価することにした。 

 

(2) 評価デザインの作成 

このような PDM の検証とともに評価デザインの検討を行い、評価グリッドを作成した（付

属資料 1「評価グリッド」を参照）。 

 

(3) 関連資料のレビュー 

本調査でレビューしたのは、本プロジェクトの実施協議報告書や R/D、プロジェクトの業

務計画書、年次進捗報告書、年次完了報告書、ベースライン調査やエンドライン調査を含む

各種調査報告書などである。またプロジェクトで改訂した学校改善計画（SIP）作成ガイドブ

ック（BS12071 年）や学校レベルワークショップマニュアル、学校自己アセスメントチェッ

クリスト、新たに作成した SIP 学校防災補助教材、ホームページ、ニュースレターなどを入

手して評価に必要な情報を分析・整理した。このほか、ネパールの教育セクタープログラム

である学校セクター改革計画（2009～2016 年、SSRP）と学校セクター開発計画（2016～2023

年、SSDP）の年次戦略実施計画書/年次活動・予算計画（ASIP/AWPB）などの関連報告書、

郡教育事務所（DEO）への指示書であるプログラム実施マニュアル（PIM）、外務省の対ネ

パール経済協力方針（2012 年）や事業展開計画（2014 年）、JICA ネパール連邦民主共和国

基礎教育セクター基礎情報収集・確認調査報告書（2012 年）など、関連政策や教育セクター

に関する資料をレビューして、プロジェクトの実績や実施プロセス、プロジェクトを取り巻

く外部環境を確認した。 

 

                                                        
1 ネパールで使われている太陽暦ビクラム暦。 



 

 －6－

(4) プロジェクト関係者への質問票配布 

現地調査前に、知見、ノウハウ、経験の共有状況や成果とプロジェクト目標の達成状況、

上位目標の達成見込み、投入の質・量とタイミング、実施プロセスなどに関する質問票を作

成し、日本人専門家とネパール側主要カウンターパートに配布した。カウンターパートは、

テクニカル・タスクフォース・チーム（T3）と指導員研修のためのテクニカル・タスクフォー

ス・チーム（T5）のメンバー全 14 名を対象に配布し、11 名から回答があった。日本人専門

家は 5 名に配布し、全員から回答を得て分析した。短期間の派遣で一部の活動にしか従事し

ていない専門家には質問票を配布しなかった。 

 

(5) プロジェクト関係者に対するインタビュー 

活動実績の確認と質問票の回答をもとに、知見、ノウハウ、経験の共有の効果や実施プロ

セス、プロジェクトによって引き起こされた変化などに関する補足情報を収集するため、プ

ロジェクト関係者に対してグループでインタビューを行った。対象はカウンターパート 9 名

で、所用時間は 1 時間から 1 時間半だった。日本人専門家やプロジェクトが雇用しているネ

パール人スタッフには、必要に応じて質問票の回答や活動に関する事実確認を行った。教育

局（DoE）に派遣されている JICA 個別専門家の教育アドバイザーにもインタビューした。 

DoE など中央の関係者以外にも、ゴルカ郡とカトマンズ郡の DEO を訪問し、①DEO（郡

教育事務所所長）2、②SIP のコンタクトパーソン（DEO 副所長や DEO 職員）、③リソース

パーソン（RP）3、④視学官（スクールスーパーバイザー）、にもそれぞれインタビューし

た。RP と視学官は 4～5 名、DEO に選出してもらいインタビューを行った。このほか、2 つ

の郡の小学校（カトマンズ郡）と中学校（ゴルカ郡）の 2 校を訪問し4、各学校の校長や教員、

学校運営委員会（SMC）や PTA のメンバー、保護者、コミュニティ住民たちに対するグルー

プインタビューを 2 時間程度行った。 

 

２－２ 主な調査項目 

調査項目は、プロジェクトの実績の確認、実施プロセスの把握、評価 5 項目の観点による評価

に分けられる。詳細は付属資料 1「評価グリッド」を参照のこと。 

 

(1) プロジェクトの実績の確認 

作成した評価グリッドをもとに、プロジェクトの投入実績、成果とプロジェクト目標の達

成度、上位目標の達成見込みについて確認した。 

 

（2）実施プロセスの把握 

プロジェクトの実施プロセスを把握した。主な調査項目は、プロジェクト運営と活動の進

                                                        
2 DEO（郡教育事務所）のトップは District Education Officer（郡教育事務所所長）で、ネパールでは略称を事務所と同じ DEO

を使う。 
3 学校管理と監督業務のため、各郡は就学人口や地形的な条件によって 3～27 のクラスターに分かれており、それぞれのクラ

スターには DEO が管轄するリソースセンター（RC）が設置されている。RC には、クラスター内の教員から選出された RP
が配属されている。RP は DEO と学校、教員をつなぐ役割として機能しており、その活動内容は視学官により監督、評価さ

れることになっている。 
4 ゴルカ郡とカトマンズ郡は、プロジェクトが 終年から 11 郡で試行的に SIP 評価を実施したことから、プロジェクト側の

提案で調査対象として選んだ。各郡の訪問学校は、プロジェクトを通じて DEO に依頼し選出してもらった。 
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捗状況、モニタリングの実施状況、関係者間のコミュニケーション、技術や技能の移転手法、

実施機関の主体性についてである。 

 

(3) 評価 5 項目に基づく評価 

評価 5 項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の観点から、プロジ

ェクトを、評価グリッドに沿って評価した。各評価項目の視点を以下に示す。中間レビュー

調査のため、妥当性と効率性については、これまでの実績と現状にもとづいて評価する。有

効性とインパクト、持続性については、これまでの実績と活動状況から分析し、終了時評価

時点の予測や見込みを検証する。 

 

妥当性 

プロジェクト目標や上位目標、プロジェクトの対象グループのニーズ、相手

国側の政策や日本の援助政策との整合性があるかなど、プロジェクトの正当

性、必要性を検証する。 

有効性 

（予測） 

プロジェクトの実施による対象グループへの便益を確認し、プロジェクトが

有効であるか否かを検証する。 

効率性 
プロジェクト資源の有効活用という視点から、効率的であったか否かを検証

する。 

インパクト 

（予測） 

プロジェクトの実施がもたらす、より長期的な効果や波及効果を検証する。 

持続性 

（見込み） 

プロジェクト終了後、プロジェクトにより発現した効果が持続するか否かを

検証する。 

 

２－３ 評価上の制約 

本プロジェクトは、全国 75 郡の約 3 万校の公立校を対象に SIP 活性化のためのモデル普及に取

り組んでいる。終了時評価調査は時間的な制約もあり、2 郡の 2 校だけ訪問・インタビューした。 
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第３章 プロジェクトの実績 

 

３－１ 実績の確認 

実績を確認する期間は、プロジェクトの開始から 2017 年 3 月の終了時評価時までで、日本側

とネパール側の投入実績や各成果とプロジェクト目標の達成状況について検証した。プロジェク

ト終了 3 年後に達成が見込まれる上位目標については、終了時評価時点での達成見込みも確認し

た。実績確認の結果を以下に述べる。 

 

３－１－１ 日本側の投入実績 

(1) 専門家の派遣 

これまで専門家は 11 名が派遣され、その分野は、①総括5/教育行政 1 、②副総括/SSRP に

おける学校運営改善技術支援 1/広報・普及 2、③研修管理/SIP 策定・実施体制強化、④モニ

タリング・評価 1/教育政策、⑤学校運営 1/SSRP における学校運営改善技術支援 2、⑥広報・

普及 1、⑦広報・普及 3、⑧防災教育/モニタリング・評価 2、⑨教育行政 2、⑩本邦研修の調

整業務、である。専門家の人月数は、2017 年 2 月末時点で累計 11 名、104.78M/M に達した。

詳細は付属資料 2「ミニッツ英文合同終了時評価調査報告書」ANNEX 5 を参照。 

 

(2) 研修員の受け入れ 

2014 年と 2016 年の 2 回、日本でカウンターパート研修が行われ、前者に 11 名、後者に 9

名の計 20 名が参加した。カウンターパートは同研修で、日本の教育制度、学校の現場、学校

改善、学校評価、学校防災などを学んだ。研修員の氏名や所属は、付属資料 2「ミニッツ英

文合同終了時評価調査報告書」ANNEX 8 を参照。 

  

(3) 機材の供与 

日本側が供与した機材は、車両、コンピュータ、デジタルカメラ、その他オフィスやプロ

ジェクト活動に必要な備品で、440 万円が投入されている。機材の使用頻度と状態について

は、一部のコンピュータとコピー機以外はほとんどの機材が常に使用され状態もよいがこと

が、プロジェクト側から自己申告で報告された。詳細は付属資料 2「ミニッツ英文合同終了

時評価調査報告書」ANNEX 7 を参照。 
 

(4) プロジェクト活動費 

終了時評価時点までに、カスケード方式の SIP 研修や学校レベルワークショップの開催費、

ベースライン調査やエンドライン調査などの調査費、現地雇用スタッフの給与、教材の製本・

印刷費など、プロジェクトの活動費として 1 億 1,540 万ルピーが投入されている。詳細は付

属資料 2「ミニッツ英文合同終了時評価調査報告書」ANNEX 6 を参照。 

 

  

                                                        
5 総括はこれまで 2 名派遣されている。 



 

 －9－

３－１－２ ネパール側の投入実績 

(1) カウンターパートの配置 

終了時評価時点で配置されているプロジェクトのカウンターパートは計 19 名。内訳は

MoE2名、DoE10名、国家教育開発センター（NCED）4名、カリキュラム開発センター（CDC）

3 名である。プロジェクト開始からカウンターパートの交代が人事異動により頻繁に起き

た。付属資料 2「ミニッツ英文合同終了時評価調査報告書」ANNEX 3 を参照。 

 

(2) プロジェクト運営費 

DoE は、2013/14～2016/17 年までの SIP 策定・更新や関連する保護者教育、課外活動の

ための予算として 7 億 9,400 万ルピー配賦した。2014/15～2016/17 年度は、SSRP と SSDP

への日本の財政支援から、優先的に本プロジェクトの成果の全国普及に関する活動や学校

運営に関する活動などに予算措置された6。詳細は付属資料 2「ミニッツ英文合同終了時評

価調査報告書」ANNEX 4 を参照。 

 

(3) 施設提供 

DoE は、日本人専門家とプロジェクトスタッフのために執務室を同局内に提供している。 

 

３－１－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

PDM バージョン 2 に照らし合わせた、4 つの成果（アウトプット）の達成状況は以下のとお

りである。 

 

成果 1 基礎教育のアクセスと質の改善に向けた SIP の策定・実施が有効に機能するための

「モデル」が開発される。 

 

指標 1-1 SIP 作成ガイドブックが教育分野のアクセスと質の改善のための内容を盛り込むように

改訂される。  

 

DoE は 2012 年 3 月、小学校運営改善支援プロジェクト・フェーズ 1（SISM1）のフォローアッ

プ時に、JICA の支援を得て SIP 作成ガイドブック（BS2069 年）を作り、全学校に配布した。プ

ロジェクトでは、同ガイドブックが一部の学校に配布されていなかったり、配布されていても同

ガイドブックに基づいて一部の学校では SIP が策定されていなかったりする現状をふまえ、T3

メンバーと T5 メンバー、日本人専門家チームが中心になって同ガイドブックを検証し、修正す

べき内容を協議した。例えば、学習達成度の平均値の計算方法がわかりにくいため、計算式と計

算例を記載した。また予算がなくても学校運営改善のために活動できるよう、ゼロ予算活動も同

ガイドブックに追記した。このように利用者にとって簡潔で使いやすい内容になるよう考慮し、

SIP 作成ガイドブック（BS2071 年）に改訂した。したがって、指標 1-1 は達成された。 

                                                        
6 日本政府はネパールの財政年度 2014 年 7 月から、SSRP/SSDP に 3 年間で 9 億円の財政支援を行っている。日本、ネパール

双方の関係者の尽力により、2014 年 9 月 23 日と 2015 年 7 月 10 日、ネパール財務省の次官補と JICA ネパール所長の間で、

上記財政支援の半額相当額（1 億 5,000 万円/年）は、学校運営の能力向上や地震の災害復旧関連の予算に充てることを合意

した。この財政支援により 2014 年は、SISM モデルの全国普及のための資金として活用された。 
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指標 1-2 モジュール、モニタリング・ツール、指導員研修（ToT）教材などの研修パッケージが

開発される。 

 

プロジェクトでは SISM1 での経験をふまえて、①学校レベルワークショップ、②4 階層のカ

スケード方式指導員研修、③SMC/PTA と教育行政官、視学官、RP による SIP モニタリング、

④実践的で使いやすい研修用教材、の 4 つで構成される SISM モデルを新たに開発した。図 1

のとおり、4 階層のカスケード方式の指導員研修は、(1) 中央/リージョンレベルの指導員研修、

(2) 郡レベル指導員研修、(3) リソースセンター（RC）レベル指導員研修、(4) 学校レベルワー

クショップ、が含まれる。このうち郡と RC レベルの指導員研修は、持続性を担保するため、3

年次からは既存の郡レベルの月例会と月例校長会に組み込んで実施した。 

なお、一連の研修対象者数（直接的な受益者数）は、プロジェクトからの情報によると、2017

年 3 月末時点で(1)約 300 人（75 郡）、(2)約 4,000 人（1,000 RC）、(3)約 112,000 人（28,000 校）、

（4）約 1,680,000 人（28,000 校）となる。 

 

 

注：MoE は教育省、SS は視学官 

出典：SISM2 第 1 年次業務完了報告書（和文要約） 

 

図 1 SISM モデルのカスケード方式の指導員研修 

 

教材は表 1 に示すとおり、改訂学校レベルワークショップマニュアル7、改訂学校自己アセス

メントチェックリスト（SSA チェックリスト）8、チャイルド・フレンドリー・スクール・ポス

ター、参考資料集を作成した。このほかリージョンレベル指導員研修のファシリテーター用の

オペレーショナルガイド (1) 、郡レベル指導員研修のファシリテーター（指導員）のオペレー

ショナルガイド（2）、RC レベル指導員研修のファシリテーター用のオペレーショナルガイド

（3）の 3 種類のオペレーショナルガイドと、全国の教育研修センター（ETC）講師に対する指

                                                        
7 SISM1 で、学校レベルワークショップのファシリテーター用「SMC/PTA 研修ガイド・ブックレット」を 2010 年 5 月に作成

し、その後、2010 年 12 月に第 2 版に改訂した。本プロジェクトはその改訂である第 3 版を、学校レベルワークショップマ

ニュアルとして印刷・配布した。  

8 学校自己アセスメントチェックリストは、SISM1 開始前から政府機関や NGO によって使われており、SISM1 でも学校の現

状分析や、学校関係者や住民のワークショップへの参加を促すツールとして採用した。同チェックリストは指標が 44 も含

まれており、ワークショップ参加者には負担となっていることが判明したため、本プロジェクトで 29 項目まで指標を減ら

して改訂した。 
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導員用マニュアルを作成した。2015 年の震災後は、防災教育の重要性と必要性が高まったこと

から、プロジェクトで SIP のための学校防災補助教材を作成・印刷した。当初の計画にはなか

ったが、DoE からの要請により、プロジェクトでは社会監査ガイドライン改訂版の印刷・配布

にも協力した。以上、指標 1-2 は達成された。 

 

表 1 研修教材の配布数 

 

研修教材 

配布数 

合計 リージョナ
ル指導員

研修

郡レベル
指導員 
研修 

RC レベル
指導員 
研修 

その他 

1 改訂 SIP 作成ガイドブック 163 1764 27,342 113 29,382

2 
改訂学校レベルワークショップマ
ニュアル 163 1764 27,342 86 29,355

3 
改訂学校自己アセスメントチェッ
クリスト 163 1,039 27,342 37 28,581

4 参考資料集 326 3,528 42 3,896

5 
チャイルド・フレンドリー・スクー
ル・ポスター 163 3,528   1 3,692

6 学校防災補助教材 1860 28,975  30,835

7 改訂社会監査ガイドライン 1860 28,975  30,835

出典：SISM2 第 2 年次業務完了報告書（和文要約）、プロジェクトから入手した情報。 

 

指標 1-3 全国的な研修・モニタリングの仕組みが開発される。 

 

研修については、指標 1-2 で述べたとおり 4 段階のカスケード方式指導員研修パッケージを

開発し、郡と RC レベルについては、既存の DEO 月例会と RC の月例校長会に組み込んで実施

した。このほか、2 年次からは国家教育開発センター（NCED）傘下の教育研修センター（ETC）

が毎年行っている校長研修と、RP 研修で行われている SIP に関するセッションを実践的な内容

にするよう、プロジェクトが開発した SIP 研修の教材と手法を ETC で試行した。3 年次は、NCED

の協力のもと、全国 29 のすべての ETC 指導員を対象に SIP 研修を実施し、各 ETC の校長研修

に内容に反映させた。 

モニタリングについては、学校運営委員会（SMC）の四半期会合や SIP の年間計画更新時に

SMC と学校が協力して活動の進捗をモニタリングするように学校レベルのワークショップを

通じて周知させた。このほか、プロジェクトから DoE に依頼し、全国の DEO が使用する既存

のモニタリングフォーマットに SIP研修の進捗状況や SIPの策定状況を記載できるようにした。

以上、指標 1-3 は達成されたといえる。 

 

指標 1-4 学校運営に関するガイドラインがネパール政府により承認される。  

 

指標 1-1 のとおり作業を行い、SIP 作成ガイドブック（BS2071 年）として改訂版が 2014 年

DoE によって承認された。したがって、指標 1-4 は達成済みである。 
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指標 1-5 SIPプロセスを推進・改善する活動が年次戦略実施計画/年次活動・予算計画（ASIP/AWPB）

に載せられる。 

 

SSRP の ASIP/AWPB に SIP 策定の項目はプロジェクト開始前からあった。プロジェクトの 2

年次、ネパールの会計年度 2014/15 年度から SSRP に拠出された日本の財政支援である貧困削

減（PRS）無償資金協力の一部を使って SISM モデルの全国普及が行えるよう、DoE プログラ

ム・予算課のカウンターパートと日本人専門家の協議を通じて、表 2 のとおり ASIP/AWPB に

明確に記載するようにした。2013/14 年は 1 校の SIP 策定やその他能力開発予算は 1,000 ルピー

にすぎなかったが、表 2 のとおり、2016/17 年度は小学校が 1 万ルピー、中学校が 2 万ルピー

と年々増額された。以上の実績から、指標 1-5 は達成されたといえる。 

 

表 2 2013/14 年度から 2016/17 年度の ASIP/AWPB での SIP に関する記載 

会計年度西暦 

（ネパール暦） 
活動 対象 予算 （ネパールルピー） 

2013/14 

(2070/71) 

SMC や PTA、校長、その他の関係者

の学校運営改善に関する能力開発

で、よい統治や物理的な施設改善、

災害管理、SIP、村落教育計画、社会

監査などの分野で、改善を担保でき

る活動。 

 122,689,000 

会計年度 活動 単位 対象 予算 

2014/15 

(2071/72) 

SIP の準備・更新と、学校会計、学校

建設、災害管理、SIP、村落教育計画、

社会監査など、学校関係者（SMC、

PTA、村落教育委員会、校長、コミュ

ニティベースのグループ）向けの 3

日間の能力開発活動。 

学校 29,272 校 102,452,000

会計年度 活動 単位 対象 単価 予算 

2015/16 

(2072/73) 

SIP の策定・更新、教育の質の向上の

ために社会監査を通じて学校の社会

的説明責任と透明性を向上させる。

学校/

組織

 

29,133 校 8,000 233,064,000

会計年度 活動 単位 対象 単価 予算 

2016/17 

(2073/74) 

小学校への補助金（SIP、コミュニテ

ィと SMC の能力開発、保護者教育、

課外活動） 

学校 21,211 校 10,000 212,110,000

中学校への補助金（SIP、コミュニテ

ィと SMC の能力開発、保護者教育、

課外活動） 

学校 6,187 校 20,000 123,740,000

2016/17 年度合計 27,398 校 335,850,000

出典：2013/14 年度 ASIP/AWPB、2014/15 年度 ASIP/AWPB、2015/16 年度 ASIP/AWPB、2016/17 年度

ASIP/AWPB（教育省） 
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 【成果 1 実績のまとめ】 

成果 1 は順調に活動が実施され、その指標はすべて達成されたと判断できる。したがって、

成果 1 の SIP の策定・実施が機能するためのモデルは既に開発されたと評価できる。 

なお、全国の小学校において SIP の作成と実施が適切に行われることで、全国 34,736 校に在

籍する 413 万人の児童（教育省 EMIS、2016）が間接的に裨益することが想定される。 

 

成果 2 「モデル」の有効性と実効性が検証対象郡において検証される。 

 

指標 2-1 ToT 参加の中央レベル行政官の SIP 促進に関する理解度が向上する。 

 

プロジェクトでは 2013 年 12 月、中央レベルの指導員研修前後に 11 名の中央行政官（行政官

8 名とマスター指導員としてファシリテーターを務めた 3 名）に対し、SIP のガイドブックやハ

ンドブックの作成や実施の促進などに関する自己評価を 5 段階で行った。ベンチマークや目標

値は設定しておらず、達成度を測ることは困難だが、表 3 と図 2 のとおり、ほぼすべての設問

で研修後に中央行政官の SIP に関する理解度が一層深まっており、統計学的に有意な変化がみ

られる設問も多かった。SIP 促進に関する設問では、プロジェクトで改訂した簡略版学校自己

アセスメントの使い方やゼロ予算活動の推進などで大きな変化が見られ、中央の指導員研修で

具体的な実施方法について学んだと推察できた。 

 

表 3 SIP 促進に関する中央行政官への質問 

SIP 促進 
有意 

行政官 

有意 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ

1 私は SIP 開発プロセスをどう簡素化するかを理解している ＊ - 

2 私はゼロ予算活動が推進できることを理解している ＊ ＊ 

3 私は SIP 策定ではなく学校運営改善が目標と理解している - - 

4 学校運営改善は学習達成度向上につながると理解している - ＊ 

5 私は視学官と RP が SIP 策定をどう支援できるか理解している - - 

6 私は SIP 策定に学校自己アセスメントをどう活用するか理解している ＊ ＊ 

7 私は SIP 実施に学校予算をどう活用できるか理解している - ＊ 

8 私は DoE がカスケード方式の SIP 研修を実施する重要性を理解している ＊ ＊ 

9 私は DEO がカスケード方式の SIP 研修を実施する重要性を理解している ＊ ＊ 

10 私は SIP 作成ガイドブック（BS2069）の改善点を DoE に提言できる ＊ - 

注：「＊」は統計学的に 5%レベルで有意な結果であることを示している。 

出典：SISM2 インパクト調査（要約）、SISM2 英文検証実績報告書（Testing achievement Report）をもとに調査団

で和訳。 
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出典：SISM2 インパクト調査（要約）、SISM2 英文検証実績報告書（Testing achievement Report）をもとに調査団

で和訳。 

図 2 中央行政官の SIP 促進に関する回答の変化 

 

指標 2-2 ToT 参加の地方教育行政官の SIP 促進に関する理解度が向上する。  

 

プロジェクトでは、中央指導員研修の参加者である 23 名の地方行政官に対して、SIP に関す

る理解度について研修前後で自己評価を行わせた。指標 2-1 と同様、目標値の設定がないが、

表 4 と図 3 のとおり、すべての設問で SIP に関する理解度が向上しており、統計学上有意な変

化がある設問も見られた。地方教育行政官は指導員研修で SIP の策定や促進に関する理解度を

高め、具体的なノウハウを学んだことが推察され、指標 2-2 は達成されたと判断した。 

 

表 4 SIP 促進に関する中央行政官への質問 

SIP 促進 有意 

1 私は SIP 開発プロセスをどう簡素化するかを理解している ＊ 

2 私はゼロ予算活動が推進できることを理解している - 

3 私は SIP 策定ではなく学校運営改善が目標と理解している - 

4 学校運営改善は学習達成度向上につながると理解している - 

5 私は視学官と RP が SIP 策定をどう支援できるか理解している - 

6 私は SIP 策定に学校自己アセスメントをどう活用するか理解している ＊ 

7 私は SIP 実施に学校予算をどう活用できるか理解している ＊ 

8 私は DoE がカスケード方式の SIP 研修を実施する重要性を理解している - 

9 私は DEO がカスケード方式の SIP 研修を実施する重要性を理解している ＊ 

10 私は SIP 作成ガイドブック（BS2069）の改善点を DoE に提言できる ＊ 

注：「＊」は統計学的に 5%レベルで有意な結果であることを示している。 

出典：SISM2 インパクト調査（要約）、SISM2 英文検証実績報告書（Testing achievement Report）を基に調査団で

和訳。 
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出典：SISM2 インパクト調査（要約）、SISM2 英文検証実績報告書（Testing achievement Report） 

図 3 地方行政官の SIP 促進に関する回答の変化 

 

指標 2-3 対象地域の校長、教員、SMC、保護者の SIP や学校運営に関する理解度が向上する。 

 

プロジェクトは、モデルの有効性を検証するためにベースライン調査を 2013 年 9 月に、エ

ンドライン調査を 2014 年 5 月に行った9。指標 2-3 のベンチマークと目標値が設定されていな

いため、客観的な評価はできない。しかしこの 2 つの調査結果から、ソルクンブ、ルパンデヒ、

ジュムラ、ドティの検証 4 郡での学校関係者の SIP に関する認識が、サンクワサバ、カピルバ

ストゥ、カリコット、ダデルドゥラの統制 4 郡より向上していた。学校関係者は自分たちの役

割と責任、どのように学校運営に貢献できるかの理解を深めたという。したがって、指標 2-3

は達成されたとみなした。 

 

指標 2-4 提言された活動が SIP の全国普及プログラムに組み込まれる。  

 

プロジェクトは 4 郡の検証結果から、①SIP ガイドブックの改訂、②既存制度を活用したカ

スケード方式の研修導入、③学校レベルワークショップの開催と同マニュアルの採用、④SIP

策定・更新のための予算配賦と具体的活動を DEO への業務指示書であるプログラム実施マニ

ュアル（PIM）に明記、⑤既存の校長研修の SIP セッションを実践的な内容に改訂、などの提

言・教訓を導き、SISM モデルの全国普及の戦略に反映させた。したがって、指標 2-4 は達成さ

れた。 

 

指標 2-5 5 年間の SIP と年間計画が、統制郡より検証郡の学校で多く策定される。  

 

学校での SIP の策定・更新は通常 4 月から 5 月で、エンドライン調査結果によると、2014/15

年度の SIP の年間活動計画を策定した学校の割合は、検証 4 郡のうち 3 郡は 100%、残りのル

                                                        
9 プロジェクトの和文報告書では「インパクト調査」という用語も一部で用いているが、英文と統一するため、本報告書では

成果 2 の検証郡と統制郡で行った、「ベースライン調査」と「エンドライン調査」と表記する。なお成果 3 の活動として行

った「全国普及のベースライン調査」や 2016 年 8 月に予定されている「全国普及のエンドライン調査」とは区別して表記

する。 
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パンデヒ郡も 95%である。一方、統制 4 郡はダデルドゥラ郡の 75%以外が 25%以下と低い（表

5 参照）。したがって、検証郡での SIP 策定率が高いと判断でき、指標 2-5 は達成されたとみな

した。 

 

表 5 2014/15 年度の年間 SIP 策定の進捗状況 

郡  2014/15 年 郡  2014/15 年

検証郡  

ソルクンブ 100% 

統制（コント

ロール）郡 

サンクワサバ 15% 

ドティ 100% ダデルドゥラ 75% 

ジュムラ  100% カリコット 25% 

ルパンデヒ 95%  カピルバストゥ 25% 

注：各郡 20 校、合計 160 校をサンプル校として調査した。.  

出典：SISM2 インパクト調査（要約）、英文検証実績報告書（Testing achievement Report） 

 

指標 2-6 基礎教育のアクセスと質の改善に関する活動が、研修とモニタリング活動を実施した

SMC の SIP に計画される。 

 

ベースライン調査とエンドライン調査では、①退学児童の減少、②不就学児童の減少、③教

育の質が上がる活動、④予算の必要ないゼロ予算活動、が SIP に含まれているか、校長と教員、

SMC、保護者の考えを 5 段階で尋ねた（図 4、5、6、7 参照）。検証郡での学校関係者の回答の

変化が著しく、プロジェクトの介入によってこれらの活動が SIP に多く含まれるようになった

と推察できる。指標 2-6 は達成したとみなした。 

 

 

注：5 段階のリッカート尺度 1=全く同意しない、2=同意しない、3=どちらでもない、4=同意する、5=非常

に同意する。「**」統計学的に 1%レベルで有意な結果であることを示している。 

出典：SISM2 インパクト調査報告書（要約）から調査団が一部抜粋・加工。 

図 4 校長の SIP 策定に対する理解度の変化 
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注：5 段階のリッカート尺度 1=全く同意しない、2=同意しない、3=どちらでもない、4=同意する、5=非常

に同意する。「**」統計学的に 1%レベルで有意な結果であることを示している。ゼロ予算に関しては

調査設問に含まれていなかった。 

出典：SISM2 インパクト調査報告書（要約）から調査団が一部抜粋・加工。 

図 5 教員の SIP 策定に対する理解度の変化 

 

 

注：5 段階のリッカート尺度 1=全く同意しない、2=同意しない、3=どちらでもない、4=同意する、5=非常

に同意する。「**」統計学的に 1%レベルで有意な結果であることを示している。 

出典：SISM2 インパクト調査報告書（要約）から調査団が一部抜粋・加工。 

図 6 SMC の SIP 策定に対する理解度の変化 

 

 

注：5 段階のリッカート尺度 1=全く同意しない、2=同意しない、3=どちらでもない、4=同意する、5=非常

に同意する。「**」統計学的に 1%レベルで有意な結果であることを示している。 

出典：SISM2 インパクト調査報告書（要約）から調査団が一部抜粋・加工。 

図 7 保護者の SIP 策定に対する理解度の変化 
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指標 2-7 SIP の策定や実施に際して学校関係者の関与が高まる。 

 

エンドライン調査で、統制郡より検証郡の学校関係者が SIP 策定に多く参加したことが推察

された。特に教員の変化は、校長や SMC、保護者の変化以上に大きく、SIP 形成にこれまで多

くの教員が参加あるいは関与していなかったことが示唆された。ベンチマークや目標値が未設

定だが指標 2-7 は達成されたとみなした。 

 

【成果 2 実績のまとめ】 

成果 1 で開発されたモデルの有効性と実効性が検証対象郡で検証されて、成果 2 の 7 つの指

標はすべて達成されたとみなした。したがって、成果 2 は達成されたと判断した。 

 

成果 3 中央と地方の教育行政機関の学校運営の支援能力が強化される。 

 

指標 3-1 SIP 促進のために、ToT の指導員としての中央行政官の能力と関与が向上する。  

  

指標 3-1 は自己評価や他己評価を行っておらず、定量的なデータが入手できなかった。しか

し、評価調査団が行ったインタビューと質問票調査、プロジェクトの報告書などから、DoE や

NCED、CDC で構成される T5 メンバーが SISM モデルの全国普及に向けて、研修開発や教材開

発などの活動に積極的に関与したことが確認できた。また、多くの T5 メンバーが SIP 促進は

プロジェクト活動ではなく既存プログラムとして行うべきと言及しており、プログラムに対す

る主体性が醸成され、能力と関与の向上が推察できる。 

 

指標 3-2 地方行政官の ToT の内容に関する理解度が高まる。 

 

プロジェクトでは、全国の 163 名の郡教育行政官らを郡レベルの SIP 指導者研修でファシリ

テーターとして育成した（表 6 参照）。 

 

表 6 指導者研修で育成されたリージョン・郡行政官の数（人） 

リージョン 

（郡の数） 
日程 

DEO 教育研修 
センター/  
リージョン

教育局 

その他 合計 
アシスタ

ント DEO/
課長 

オフィ

サー 
視学官

中央（19 郡） 2014 年 11 月 6-9 日 12 4 18 4 5 43 

東部（16 郡） 2014 年 11 月 10-13 日 7 6 12 4 7 36 

西部（16 郡） 2014 年 11 月 10-13 日 9 2 18 3 0 32 

中西部（15 郡） 2014 年 11 月 23-26 日 8 2 14 3 5 32 

極西部（9 郡） 2014 年 11 月 23-26 日 2 3 12 2 1 20 

合計（75 郡） -- 38 17 74 16 18 163 

出典：SISM 2 2 年次進捗報告書  
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この指導者研修後に SIP 研修の理解度を含む 5 段階（5=非常に同意、4=同意する、3=どちら

でもない、2=同意しない、1=全く同意しない）の自己評価を行った。図 8 のとおり、ファシリ

テーションに自信を持ったという設問が高い得点を示すなど、理解度が向上していることがう

かがえ、指標 3-2 は達成されたといえる。 

 

 

注：各質問は 5 段階リッカート尺度（5＝非常に同意する、4=同意する、3=どちらでもない、2=同意

しない、1=全く同意しない）で回答。 

出典：SISM2 2 年次進捗報告書 

図 8  5 つのリージョン指導者研修参加者による研修評価の平均スコア 

 

指標 3-3 SIP 促進や開発、更新・実施のために DoE、NCED、CDC、DEO 間で頻繁に会合が開か

れる。 

 

成果 3 は個人だけでなく組織としての能力向上をめざしているが、その効果を測る指標が設

定されていなかった。指標 3-3 は、中間レビュー時に追加された指標である。T3 と T5 メンバー

は SISM モデルの全国普及や制度化に向けての課題や解決策について頻繁に協議しており、指

標を追加設定した中間レビュー以降、12 回の会合が開かれた。会合を通じて関係機関が SIP に

関する課題や成果を共有するメカニズムが構築されており、指標 3-3 は達成されたとみなした。 

 

指標 3-4 PIM に SIP を推進・改善する活動が明記される。 

 

指標 3-4 も中間レビュー時の PDM 改訂で追加された指標である。プロジェクトでは DoE の

予算・プログラム課と協力して、郡教育事務所（DEO）への指示書であるプログラム実施マニ

ュアル（PIM）に、SIP に関する活動をこれまでより具体的に明記した。表 7 は 2016/17 年度の

PIM の SIP に関する記述である。これらをふまえて、指標 3-4 は達成されたと判断した。 
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表 7 2016/17 年度の PIM での SIP 関連活動の記載 

承認された活動数、活動、実施プロセス 責任機関 実施時期 
モニタリング 

/アウトプット指標

2.15.11.117.8 小学校の SIP に対する補助金、コ

ミュニティと SMC の能力強化に関する交流、

保護者への教育活動と課外活動の実施 

2.15.11.122.5 中学校の SIP に対する補助金、コ

ミュニティと SMC の能力強化に関する交流、

保護者への教育活動と課外活動の実施 

 

 DEO は、SIP 作成ガイドブック（BS2071）に

基づき SIP を策定・更新した小学校 1 校あた

りに 1 万ルピー、中学校 1 校あたりに 2 万ル

ピーを予算措置する。 

 上記予算を使って、学校は関係者の参加を得

て SIP の実施状況を四半期に 1 回レビューし

なければならない。学校は SMC や PTA、保護

者、生徒、教員たちの能力強化の一環として

交流プログラムを行わなければならない。さ

らに学校は生徒たちの才能を伸ばすため課外

活動を実施しなければならない。 

 どの学校も必ず年間 SIP を策定・更新しなけ

ればならないと同時に、災害管理活動を組み

込まなければならない。学校は少なくとも 1

日学校レベルのワークショップを開催し、学

校関係者とともに年間 SIP を更新しなければ

ならない。学校は SIP 作成ガイドラインと学

校防災補助教材にあるフォーマットに従って

策定・更新し、決められた期間内に関係機関

に提出しなければならない。 

DoE 

RED 

DEO 

SMC  

会計第 2 三

半期（11 月

16 日から 3

月 15 日） 

更新された SIP 数  

 

能力強化のための

交流プログラム 

 

保護者教育プログ

ラム 

 

課外活動 

出典：PIM2016/2017 年度、プロジェクトの DoE 英訳を調査団で和訳。 

 

PDM にはない活動で中間レビュー以降に追加された活動は、①SIP 研究、②学校補助金ガイ

ドラインの改訂支援である。①は、76 校の SIP をレビューし SIP の改善すべき点の特定と、今

後 SSDP で行われる学校補助金に関する政策や後述する学校補助金ガイドラインの改訂作業に

有用な、SIP のデータや情報を調査する目的で行われた。②は SSDP の中で、学校補助金のガ

イドラインの改訂はディスバースメント・リンクド指標の行動計画の 1 つとして明記されてい

るので、DoE から技術支援の要請がありプロジェクトが側面支援した。 

これらとは別に 11 郡での SIP 評価活動と 2 郡での NGO マッピングは、活動 3-9 の震災で被

災した郡のフォローアップの一環として取り組んだ。 
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SIP 評価は、実行可能性が高い SIP を学校が作れるように、視学官と RP が一同に会して各担

当校から提出された SIP をレビュー・添削する活動である。ゴルカ郡とカトマンズ郡でインタ

ビューした視学官や RP によると、これまで提出された SIP の中味を具体的に検証したことは

なく初めての経験だったという。 初はプロジェクトが用意したチェックリストに基づいて各

学校の SIP をレビューするのにやや時間がかかったが、学校の中には非現実的な SIP を策定し

ていたり、SIP 作成ガイドブックを十分参照せずに SIP が計画されていたりするケースもある

ことがわかると同時に、具体的な助言を行うことが可能になったという。業務負担にならない

のか尋ねたところ、DEO が SIP 評価を業務の一環として行うと決断すれば、既存の郡月例会議

を使って添削作業を行い、RC で毎月行われる校長会議で学校側に SIP のレビュー結果をフィー

ドバックしたり、SIP で先駆的な活動をしている学校の経験を紹介・共有したりできるので、

特段問題ないと回答していた。ゴルカ郡でインタビューした RP の中には、すべての担当校の

SIP 策定のワークショップに参加することはへき地の学校もあり物理的に難しいが、SIP 評価活

動であればタイムリーに各学校に合わせた、きめ細やかな助言を行うことが可能だと発言して

いた。カトマンズ郡では、中学校は全般的に生徒数も多く、学校や SMC が独自に学校運営改

善活動に取り組める能力が十分なケースが多いので、同郡では SIP 策定や実施について助言を

必要としている小学校だけを SIP 評価の対象にしているという。 

 

【成果 3 実績のまとめ】 

終了時評価時点で 4 つの指標は達成されており、成果 3 は達成されたと判断した。 

 

成果 4 地震の被災地、シンドパルチョーク郡、ラメチャップ郡、オカルドゥンガ郡の 3 郡

のすべての公立校に対し、指導教材・学習教材の供与の緊急支援が、学校のニーズ

に基づき適切かつタイムリーに行われる。 

 

指標 4-1 支援計画策定時に学校の緊急ニーズが十分考慮される。 

 

2015 年 4 月 25 日と 5 月 12 日の大地震を受けて、プロジェクトは JICA 本部や DoE と協議し、

激震地の 14 郡の中でもドナーや国際 NGO、NGO などの支援が比較的少ないシンドパルチョー

ク郡、ラメチャップ郡、オカルドゥンガ郡の 3 郡を選び緊急支援を行った。表 10 のとおり、3

郡から共通して依頼のあった教材（学習指導要領と教師用指導書）と、各郡のニーズに基づい

た教材・教具を 2015 年 8 月に配布した。したがって、指標 4-1 は達成済みである。 
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表 8 3 郡に緊急支援として配布した教材・教具 

 郡 共通支援 追加支援 (各郡のニーズに特化した支援) 
1 ラメチャ

ップ 
- 1～8 年生の各学年学習

指導要領 
- 1～6 年生の各学年教科

別教師用指導書 
- 1～8 年生の各学年生徒

出席簿 
 

- 27 冊の図書をセットとして 307 校に配布 
-題名「We father/mother」書籍を各学校に 1 冊ずつ配布 
- 475 校の「Child Friendly School 」ポスターを配布（各学

校に 1 枚） 
2 シンズリ - 424 台の白紙を配布（教室が崩壊した学校向け） 

-576 枚の「Child Friendly School 」ポスターを配布（各学校

に 1 枚） 
- 576 冊の SIP 補助教材本を配布 

3 オカルド

ゥンガ 
- 中学校向けに理科図解表と理科参考書をセットとして

122 校に配布（DEO へ 1 セット） 
- 27 冊の図書をセットとして 210 の小学校に配布 
- 332 校の「Child Friendly School 」ポスターを配布（各学

校に 1 枚） 

出典：SISM2 2 年次プロジェクト事業業務完了報告書 

 

指標 4-2 3 郡の RP 全員が、担当学校に対してカリキュラム、教員用テキスト、出席簿、その他

の教材の使い方を指導する。 

 

上述の緊急支援を配布する前に、3 郡のすべての RP や視学官、DEO 職員に対して教材・教

具配布オリエンテーションを実施した。講師には CDC や教育省の職員を招き、教材の活用方

法を指導してもらった。したがって、指標 4-2 は達成済みである。 

 

指標 4-3 3 郡のすべての公立校が、緊急支援物資を活用する。 

 

2015 年 7 月から 8 月は雨期のため、道路が不通になるなどの影響を受けて配布が遅れた学校

も一部あるが、対象 3 郡の全公立小学校から、教材が配布されたことを証明する受領書の提出

があった。このほか DEO への電話での連絡・確認や、さらにプロジェクトスタッフが事前の

連絡をせずに 3 郡のサンプル校を訪問して、緊急支援として配布された教材や教具が活用され

ていたことを確認した。指標 4-3 は達成済みといえる。 

 

【成果 4 実績のまとめ】 

2015 年のゴルカ大地震を受けて追加された成果 4 は、すべての指標が達成されており、達成

したと評価した。 

 

３－１－４ プロジェクト目標の達成見込み 

 

プロジェクト目標 全国の小学校において、SIP の策定・実施を通じ、基礎教育のアクセス・

質の改善に向けた学校運営が行われる。 

 

指標 1 

 

少なくとも 80%のサンプル校が、改訂 SIP 作成ガイドブックに基づいて 2016/17 年度の

SIP の年間計画を更新する。 
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2016 年の全国普及エンドライン調査によると、SIP の年間計画を更新する学校の割合は、

2013/14 年度の 43%から 2016/17 年度の 71%に増えたが、目標値の 80%には達しなかった。し

かし前年の 2015/16 年度は、88%で目標値に届いていた。2016/17 年度が目標値に至らなかった

理由は、2016 年 7 月に改正された教育法に則り SMC のメンバー交代があったことが SIP の年

間計画の更新にも影響したのではないかという。 

 

表 9 近年の SIP の年間計画の策定状況 

郡 
BS2070 年

(2013/14 年)

BS2071 年 

(2014/15 年)

BS2072 年 

(2015/16 年)

BS2073 年 

(2016/17 年)  

サンクワサバ 15 (75%) 19 (95%) 20 (100%) 20 (100%) 

バクタプール 19 (95%) 10 (50%) 10(50%) 10(50%) 

カピルバストゥ 3 (15%) 9 (45%) 20 (100%) 7 (35%) 

カリコット 1 (5%) 6 (30%) 18 (90%) 14 (70%) 

ダデルドゥラ 5 (25%) 19(95%) 20(100%) 20 (100%) 

合計 43(43%) 73(73%) 88(88%) 71(71%) 

出典：SISM2 SISM モデル全国普及のエンドライン調査報告書 

 

指標 2 少なくとも 60%のサンプル校が、2015/16 年度の SIP で計画した活動を実施*する（*予

算のいらない活動 80%、予算のいる活動 50%を実施した場合、「実施した」とみなす）。

 

エンドライン調査結果によると、サンプル 100 校のうち 86 校が予算のいる活動を計画して

おり、そのうちこれらの 50%の活動を完全に実施したのは 30 校（35%）だった。予算のいらな

い活動については、74 校が計画しこれらの活動の 80%を完全に実施したのは 28 校（38%）だ

った。予算のいる活動と予算のいらない活動、どちらの活動の実施率も目標値の 60%には届か

ず、指標 2 は達成には至らなかった。 

 

指標 3 基礎教育のアクセス・質の改善に関連した活動**が SIP に計画され、実施される。 

〔**(1)中退者を減らす、(2) 不就学児童を減らす、(3) 学習達成度向上に資する活動、

(4)予算を必要としない活動〕 

 

指標 3 はベンチマークや目標値が未設定で客観的に評価できない。ベースライン調査とエン

ドライン調査では、SMC や校長、教員、保護者に、①退学児童の減少、②不就学児童の減少、

③教育の質が上がる活動、④予算の必要ないゼロ予算活動、が自分の学校の SIP に含まれてい

ると思うかといった設問のほか、効果や実施に関する設問について 5 段階評価を行った。 
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注：1=同意しない、2=やや同意しない、3=どちらでもない、4=やや同意する、5=同意する 

出典：SISM2 SISM モデル全国普及のエンドライン調査報告書 

図 9 SIP 策定と実施に関する校長の考え 

 

 

注：1=同意しない、2=やや同意しない、3=どちらでもない、4=やや同意する、5=同意する 

「あなたの学校の SIP の年間計画に、予算のいらない活動が含まれている」という設問は含まれていない。 

出典：SISM2 SISM モデル全国普及のエンドライン調査報告書 

図 10 SIP 策定と実施に関する教員の考え 

 

 

注：1=同意しない、2=やや同意しない、3=どちらでもない、4=やや同意する、5=同意する   

出典：SISM2 SISM モデル全国普及のエンドライン調査報告書 

図 11 SIP 策定と実施に関する保護者の考え 
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1.あなたの学校のSIPの年間計画に、退学児童を減らす活動が含まれている。

2.あなたの学校のSIPの年間計画に、不就学児童を減らす活動が含まれている。

3.あなたの学校のSIPの年間計画に、学習達成度を向上させる活動が含まれている。

4.あなたの学校のSIPの年間計画に、予算のいらない活動が含まれている。

5.あなたの学校のSIP年間計画は、退学児童を減らすよい効果があった。

6.あなたの学校のSIP年間計画は、不就学児童を減らすよい効果があった。

7.あなたの学校のSIP年間計画は、学習達成度を向上させるよい効果があった。

8.あなたの学校は、SIP年間計画で掲げた予算のいらない活動の80%近くを実施した。
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3.あなたの学校のSIPの年間計画に、学習達成度を向上させる活動が含まれている。

4.あなたの学校のSIP年間計画は、退学児童を減らすよい効果があった。

5.あなたの学校のSIP年間計画は、不就学児童を減らすよい効果があった。

6.あなたの学校のSIP年間計画は、学習達成度を向上させるよい効果があった。
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3.あなたの学校のSIPの年間計画に、学習達成度を向上させる活動が含まれている。

1.あなたの学校のSIPの年間計画に、退学児童を減らす活動が含まれている。
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5.あなたの学校のSIP年間計画は、退学児童を減らすよい効果があった。

6.あなたの学校のSIP年間計画は、不就学児童を減らすよい効果があった。

7.あなたの学校のSIP年間計画は、学習達成度を向上させるよい効果があった。

8.あなたの学校は、SIP年間計画で掲げた予算のいらない活動の80%近くを実施した。
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注： 1=同意しない、2=やや同意しない、3=どちらでもない、4=やや同意する、5=同意する   

出典：SISM2 SISM モデル全国普及のエンドライン調査報告書 

図 12 SIP 策定と実施に関する SMC の考え 

  

指標 3 に示されている SIP の活動に関する計画と実施の学校関係者の評価は、ベースライン

調査と比較してエンドライン調査では全般的に改善している。「SIP の年間計画は、退学児童を

減らすよい効果があった」や「SIP の年間計画は、不就学児童を減らすよい効果があった」と

いう設問はベースライン調査に比べ顕著な変化が見られ、SMC や保護者をはじめ学校関係者が

SIP を有効なツールとして積極的に活用し始めていることが推察できる。一方で、SIP 活動の実

施によりどの程度中退者や不就学児童が減り、学習達成度が上がったかを検証する客観的な

データや情報は、同調査や SIP 研究などで収集していない。 

校長の SIP に関する考えに関しては、「SIP の年間計画に、学習達成度を向上させる活動が含

まれている」の設問がベースライン調査に比べ も変化があり、「SIP の年間計画に、予算のい

らない活動が含まれている」と「SIP の年間計画は、学習達成度を向上させるよい効果があっ

た」が続いて変化がみられた。教員の考えも校長とほぼ同様で、エンドライン調査時に「SIP

の年間計画に、学習達成度を向上させる活動が含まれている」と「SIP の年間計画は、学習達

成度を向上させるよい効果があった」に同意する傾向が他の設問より多かった。校長や教員が、

SIP に学習達成度を向上させる活動を含めることの必要性を徐々に認識し、活動に含めて実践

していることがうかがえる。 

図 9 の質問とは別に校長に対しては、SIP で計画した活動と実施した活動についてエンドラ

イン調査で尋ねている。プロジェクト目標の指標 2 の実績で述べたとおり、予算のいる活動よ

りいらない活動の実施率のほうが高い。校長によると、予算のいらない活動で も計画された

のは、学習達成度を向上させるための活動だという。学習達成度を向上させる活動は 125 件計

画され、そのうち 69%にあたる 86 件の活動が実施されたという。この結果から、SIP で掲げた

活動はこれまでの予算がかかる学校施設整備関連の活動だけでなく、予算がかからない、学習

達成度を向上させるための活動にも、積極的に各学校や SMC で取り組むようになったことが

推察できる。 

全般的にこうしたポジティブな変化が確認できたものの、カウンターパートや学校関係者の

インタビューでは、学習教材や教具が多くの学校で不足していることや、SMC が SIP 活動を通

じて直接学習改善できる能力には限界があると指摘する声もあった。 
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3.あなたの学校のSIPの年間計画に、学習達成度を向上させる活動が含まれている。

1.あなたの学校のSIPの年間計画に、退学児童を減らす活動が含まれている。

2.あなたの学校のSIPの年間計画に、不就学児童を減らす活動が含まれている。

4.あなたの学校のSIPの年間計画に、予算のいらない活動が含まれている。

5.あなたの学校のSIP年間計画は、退学児童を減らすよい効果があった。

6.あなたの学校のSIP年間計画は、不就学児童を減らすよい効果があった。

7.あなたの学校のSIP年間計画は、学習達成度を向上させるよい効果があった。

8.あなたの学校は、SIP年間計画で掲げた予算のいらない活動の80%近くを実施した。
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【プロジェクト目標達成の見込みのまとめ】 

指標 1 と 3 はベースライン調査時に比べエンドライン調査で改善が見られるが、指標 1 と 2

が目標値に到達していないことから、プロジェクト目標は達成されていない。その理由は、目

標値の設定が高すぎたことに加え、後述するように、実行可能な SIP の策定・実施に関して依

然として制度面と技術面で課題があることに起因していると考えられる。 

 

３－１－５ 上位目標の達成見込み 

 

上位目標 学校改善計画（SIP）を通じた学校運営管理の改善に資する、中央・地方教育

行政の技術的、財政的支援メカニズムが維持される。 

 

指標 1 ASIP/AWPB（年次活動計画/年間事業予算）で SIP 策定・更新と実施にかかる予算が措

置される。 

  

成果指標 1-5 で述べたとおり、プロジェクトがその必要性を強調してきたこともあり DoE は

SIP 策定・更新に関する予算を増やしてきた。SSDP で SIP の有効性が認識され始めたこともプ

ラスに働き、2017/18 年度の ASIP/AWPB 案は初めて SIP の年間計画活動の実施も明記され、小

学校、中学校ともに増額傾向にある。小学校は 2016/17 年度の 1 万ルピーから 2 万 5,000 ルピー、

中学校 2 万ルピーから 3 万 5,000 ルピーに増えた。この傾向が今後続けば、指標 1 は達成され

る見込みが高い。 

 

指標 2 SIP 策定・更新活動が PIM（プログラム実施マニュアル）で特定される。 

  

成果指標 3-4 の実績のとおり、終了時評価時点で PIM に SIP 策定・更新については具体的に

明記されている。プロジェクトが 11 郡で試行した SIP 評価を今後、全国で導入する場合は、PIM

にも SIP 評価活動を明記する必要がある。 

 

指標 3 SIP 策定・実施を推進するための所定のチームが存在する。 

  

DoE は学校管理課が、プログラム・予算課やモニタリング管理課、監督・評価課と協力して、

SIP 関連活動を主導すべきとしている。カウンターパートの中には、NCED が SIP の研修を含

め策定を管轄すべきで、DoE は SIP の実施とモニタリングを主導すべきであるといった意見も

出された。その他、連邦制移行後 DoE が存続するか不透明なため、教育省レベルに SIP 関係活

動の窓口を特定・設置すべきといった意見もあった。本件については、DoE 内の関係部署や教

育省、NCED、CDC といった関係機関の間で早急に集中的に議論すべきである。以上をふまえ

ると、指標 3 は達成されていない。 
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指標 4 SIP 実施に関して、郡教育事務所（DEO）とリソースセンター（RC）の役割と責任が明

確になる。 

  

終了時評価時点で、DEOとRCの SIP実施に関して役割と責任はこれまで同様で変更はない。

しかし連邦制移行後、地方行政機関の組織改編がどのように進むか終了時評価時点では不透明

なため、これらが明らかになった時点で再度明確にする必要があるだろう。 

 

指標 5 プロジェクト終了後、すべての DEO が新規 SMC に対するオリエンテーションを少なく

とも 1 回実施する。 

  

上述のとおり、新規 SMC メンバーに対するオリエンテーションのための予算は学校での SIP

関連活動予算が増額されたので確保できるだろう。オリエンテーションの実施が現時点では校

長の裁量であり、終了時評価時点でも指標 5 の実績に関するデータはない。連邦制移行後、DEO

あるいはそれに代わる機関が、オリエンテーション実施の指示、モニタリングをどのように行

うのか明確にする必要がある。 

 

指標 6 SIP 策定・更新に関する内容が NCED の研修パッケージに含まれるようになる。 

  

本プロジェクトでは、NCED、DoE との協働で NCED の研修パッケージに SIP 策定・更新に

関する内容が反映された。しかし今後プロジェクトが試験的に取り組んだ SIP 評価を全国に普

及する場合は、さらに内容を反映させる必要がある。 

 

【上位目標の達成の見込みのまとめ】 

上位目標達成に必要な SIP 関連の制度化は、プロジェクト活動として取り組んできたことも

あり、特に予算面は改善が見られる。視学官と RP が各学校の SIP をレビュー・添削し、現実

的な SIP 策定のための助言を行う SIP 評価活動は、一部の DoE や DEO 関係者から高い評価を

受けたが、プロジェクト 終年に 11 郡で試行しただけでまだ十分制度化できていない。連邦制

移行に伴う教育セクターの組織改編や制度変更が、2017 年に予定されている地方・州・国政選

挙実施後に起こりうるが、DoE が SSDP の枠組みで SIP 評価を含め SIP 関連の制度化に向けて

の取り組みを引き続き行えば、上位目標達成の見込みはやや高いと予想される。 

 

３－２ 実施プロセス 

３－２－１ プロジェクトのマネジメント体制 

(1) 実施体制 

R/D にもとづいて教育省計画局長を議長とし、DoE や NCED、CDC、日本人専門家、JICA

で構成される調整委員会（CC）が設置された。プロジェクト開始後、プロジェクトの活動計

画の策定や実施監理のため DoE の中にテクニカル・タスクフォース・チーム（T3）を設置し、

DoE、NCED、CDC の管理職を中心に 6 名がメンバーとなった。またカスケード研修の計画、

実施、モニタリングのために「指導員研修のためのテクニカル・タスクフォース・チーム」
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（T5）が設置され、DoE、NCED、CDC の実務レベルの職員 8 名がメンバーとなった。T3 と

T5 は差異がなかったのではという意見が一部専門家から、情報共有の目的であれば 3 つも異

なる組織の設置は不要ではという意見が一部のカウンターパートから出された。しかし、大

半のプロジェクト関係者は、全体のプロジェクト管理や他機関の連携・調整に T3 が、研修

の仕組みや教材開発に T5 が機能していたと回答している。 

 

(2) 活動進捗のモニタリング 

活動全般のモニタリングは、①年 1 回行われる CC 会合と②2-3 カ月に 1 回と必要に応じて

開かれる T3 と T5 の会合、③全国普及の効果確認のため 5 郡10を対象に合同で行うモニタリ

ング、④フィールド訪問、などを通じて行われていた。特に合同モニタリングは中央行政官

が地方の学校の現状を知る良い機会になっているという。 

 

(3) コミュニケーション 

カウンターパートと専門家は、T3 や T5 の会合や日常業務を通じて、円滑なコミュニケー

ションをとっていた。特に T5 メンバーは、研修準備や教材の改訂などの実務を専門家とと

もに行ってきた。このほか T3 メンバーとは、ASIP/AWPB や PIM の策定に関する協議を通じ

て、良好なコミュニケーションが一層図られるようになった。ネパールでは人事異動が頻繁

に起こるため本プロジェクトのカウンターパートたちも例外なく異動があった。しかし他省

ではなく教育省以下の教育関連機関内での異動のため、数年後に、SISM1 からの関係者が昇

進して再びプロジェクトのカウンターパートになる例も多く、人事異動の弊害を指摘する専

門家やカウンターパートはほとんどいなかった。プロジェクトに関与した関係者が SISM1 を

含め多いことが、良好なコミュニケーションに貢献している。日本人専門家の不在時は、プ

ロジェクト雇用のスタッフたちが、カウンターパートや各郡の DEO らと密接に連携・調整

して活動を進め、関係者間の円滑なコミュニケーションを可能にした。 

日本人専門家チーム内、JICA ネパール事務所、JICA 本部とのコミュニケーションや問題

に対する認識の共有は、全般的に問題なく行われていた。3 年次、専門家と JICA 側のコミュ

ニケーションにやや問題があると考え、そのため専門家からの報告機会を増やしたと回答し

た JICA 関係者もいた。 

 

(4) プロジェクトに対する主体性  

SISM1 や過去に JICA の技術協力プロジェクトに参加したカウンターパートも多く、総じ

て本プロジェクトに対する主体性は高い。T3 や T5 メンバーとして専門家とともにプロジェ

クト活動を進めたことや、日本の PRS 無償で全国展開し DoE のプログラムとして認識され

るようになって、カウンターパートの SIP 推進に対する主体性や責任感が高まったと推察さ

れる。 

一方で、JICA 関係者からは中間レビュー調査以降もカウンターパートがリーダーシップを

発揮して活動を進めているとは言い難く、専門家やプロジェクトスタッフが活動を牽引して

いると懸念が表明された。 

                                                        
10 ダデルドゥラ、カリコット、カピルバストゥ、バクタプール、サンクワサバの 5 郡。 
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３－２－２ 知見、ノウハウ、経験の共有状況 

カウンターパートと専門家の知見、ノウハウ、経験の共有は、T3 や T5 の活動や会合、本

邦研修を通じて順調に行われた。 

専門家への質問票やインタビューによると、形骸化していた SIP 策定・実施を本来の目的

である学校運営改善強化のツールとしての活用を促す仕組みづくり、SIP 全国普及のための

研修予算や策定予算の確保、DEO への指示書である PIM への SIP 策定・更新の反映、各種

ガイドブックやマニュアルの開発、研修プログラムの開発・実施、合同モニタリングの枠組

み作成、モニタリングチェックリストの作成などをカウンターパートとの協働で進められ、

これらの分野や活動の知見、ノウハウ、経験の共有ができたという。 

技術移転で工夫した点を専門家に尋ねたところ、1) 情報の共有や頻繁な議論などを通じて、

カウンターパートとの緊密なコミュニケーションを重視し、カウンターパートからの信頼獲

得を心がけた、2) カウンターパートの主体性を尊重して活動の準備、実施、振り返りの作業

を行い、専門家チームは黒子に徹した、3) 同じ目線で活動に取り組み、研修教材にカウンター

パートからの意見やコメント、提案を可能な限り反映させた、4) フィールド訪問とモニタリ

ングにカウンターパートを積極的に同行するようにし、時間を有効活用して意見・情報交換

を行った、5) カウンターパートからの要望は、プロジェクトの協力範囲内で可能な限り検討

した、6) DoE のプログラム・予算課だけでなく、他の課や NCED、CDC、その他の教育省関

係機関にもプロジェクト活動への参加を促した、などの点が挙げられた。専門家が回答した

課題や反省点は、1)カウンターパートが多忙で専門家が必要とする時間を十分割いてもらえ

なかった、2)専門家の派遣期間が短く現場視察が十分にできなかった、3)ベースライン調査

やモニタリング活動をより体系的に行うべきだった、4)外部への情報発信が十分でなかった、

などの点だった。ネパールで JICA が支援する技術協力プロジェクトで阻害要因としてよく

指摘される、カウンターパートの頻繁な人事異動は本プロジェクトでも起きたが、上述のと

おり、SISM1 と本プロジェクトで培った人脈が中央と地方の教育省関係機関に広がり、SISM

モデルの全国普及を行ううえで支障にならず、むしろプロジェクト運営にもよい影響を及ぼ

したという。 

カウンターパートへの質問票やインタビューによると、計画策定スキル、研修パッケージ

開発、研修実施やファシリテーションスキル、SIP 評価、モニタリング、学校防災を本プロ

ジェクトから学んだという。小規模な活動でも入念に準備、議論したり、会合や研修の時間

を適切に管理したり、日本人専門家の働く姿勢から多くを学んだと回答したカウンターパー

トも複数いた。その他、専門家チームが緊密なコミュニケーションと情報共有を重視したお

かげで、DoE や NCED、CDC の関係機関同士の連携・協力が円滑に行われたという意見もあ

った。本邦研修参加者は、日本の教育制度、学校の現場、学校改善、学校評価、学校防災な

どの知見を得たという。参加者がプロジェクトに対する理解や関与を深めるきっかけになっ

たといった評価する専門家が多かった。 
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第４章 評価結果 

 

４－１ 妥当性：高い 

本プロジェクトとネパール側、日本側の政策との整合性、必要性はともに高く、プロジェクト

で導入・強化したカスケード方式の SIP 研修や、子どもたちの出席率向上や学習運営改善を促す

活動、予算のいらない活動の推進などは、SIP の活性化や学校運営改善の手段として適切だった。

以上をふまえて、本プロジェクトの協力実施内容は妥当性が高いと評価した。 

 

４－１－１ ネパール政府の政策との整合性 

教育省の SSRP（2009/10～2015/16 年）は基礎教育の完全普及と教育の質の向上を主要な柱と

し、教育行政の地方分権化と住民参加による学校運営を重要戦略と位置づけた。後継プログラ

ムの SSDP（2015/16～2022/23 年）は、教育の質の一層の向上とより公正な教育へのアクセスの

課題を重視している。新憲法（2015 年 9 月）で初等・中等教育は地方政府の権限で行うと明記

されており、2017 年地方選挙が実施されれば連邦制の枠組みで教育行政も組織改編含め大きな

変更が予想される。こうした中、SSDP では学校補助金拠出の制度や SMC の役割見直しなど学

校運営能力の強化にも取り組むとして、学校運営改善のツールとして SIP の活用が明記されて

いる。本プロジェクトの内容は、これらネパール側の政策と合致している。 

 

４－１－２ 必要性 

SIP は 2001 年から導入され学校での策定・実施が義務付けられたが、学校運営改善のツール

として十分活用されず、校長だけで作成する提出物となり形骸化していた。DoE は JICA の支

援で開発した SIP 作成ガイドブックに沿った SIP の策定・実施を進めたい意向があり、本プロ

ジェクトに対する期待は高く、必要性も高かった。 

 

４－１－３ 問題解決手段としての適切性 

プロジェクトが支援した研修や改訂 SIP 作成ガイドブック、研修用教材を通じて、施設整備

だけでなく子どもたちの出席率向上や学習運営改善を促す、予算のいらない活動などが SIP と

して策定・実施されるようになった。多くの学校関係者が形骸化していた SIP を学校運営改善

のツールとして認識・活用するようになり、プロジェクトが採用したアプローチは SIP の活性

化や学校運営改善の手段として適切だった。 

 

４－１－４ 日本の援助政策との整合性 

日本の外務省対ネパール経済協力方針（2012 年）と事業展開計画（2014 年）では、「地方・

農村部の貧困削減」が 3 つの援助重点分野の 1 つで、本プロジェクトはその中の「万人のため

の教育プログラム」に位置づけられた。JICA 国別分析ペーパー（2014 年）では、初等教育へ

の改善を支援することが JICA の協力方針として掲げられ、その具体的な取り組みとして、「学

校レベルでのマネジメント強化とその普及、教室建設を通じたアクセス改善・学習環境改善に

対して集中的に支援を行う」ことが明記されている。したがって、本プロジェクトは日本の援

助政策との整合性が高い。 
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JICA の技術協力 SISM1（2008～2011 年）はパイロット 2 郡で住民参加による SMC の学校運

営能力の向上や地方行政機関の学校運営支援能力の強化を図った。またコミュニティ開発支援

無償「基礎教育改善プログラム支援のための学校改善計画」（2012～2014 年）では、8 郡の学

校建設用資材の供与と郡や学校の関係者に対する学校運営改善研修を実施した。さらに DoE に

個別専門家「教育アドバイザー」を 2012 年から派遣しており、学校運営改善に関する研修や

実施について中央レベルでの政策面や予算面からの支援やアドバイスを DoE に行ってきた。こ

れらの協力を通じて、JICA にはネパールでの学校運営改善に必要な技術やノウハウが蓄積され

ている。本プロジェクトはこれまでの協力と整合性があり、過去の協力から得られた知見や教

訓を十分活かして実施することができた。 

 

４－１－５ 計画の適切性 

全般的にプロジェクト計画は適切だった。しかし SIP の全国普及後、学校と保護者のコミュ

ニケーションの促進を目的に広報活動として行った防災マッピングはバクタプール郡だけで

しか実施していない。防災マッピングのワークショップマニュアルを作成のうえ、同郡の RP

をファシリテーターとして育成しているが、本プロジェクトでの位置づけが明確ではない。モ

デル開発の過程での試行的な取り組みであれば、成果 2 の活動に含めるべきだった。 

 

４－２ 有効性：やや高い 

4 つの成果はすべて達成されたが、プロジェクト目標は指標の目標値に届かず達成されていな

い。しかし、形骸化していた SIP を学校運営改善のツールとして全国に普及させ、その有用性を

中央・郡教育行政から学校レベルの関係者までに認識させるなど、特筆すべき成果が上がってい

ることから、本プロジェクトの有効性はやや高いと評価した。 

 

４－２－１ プロジェクト目標の達成予測と成果の貢献 

4 つの成果はすべて達成されプロジェクト目標の達成に向け貢献したが、プロジェクト目標

は指標の目標値に届かず達成されていない。この目標値は、中間レビュー時にプロジェクト関

係者で協議・設定されたものだが、特に指標 2 の SIP の実施率はやや高めに設定されたと推察

される。また実行可能性の高い SIP の策定・実施については、まだ多くの学校で課題があるこ

とが推察される。 

本プロジェクトの特筆すべき成果は、形骸化していた SIP を学校運営改善のツールとして全

国に普及させ、その有用性を中央・郡教育行政から学校レベルの関係者までに認識させた点で

ある。 

終了時評価時点でプロジェクトがもたらした制度・組織面の効果は、①カスケード方式 SIP

研修の開発と既存の教育行政制度を活用しての実施、②中央、リージョン、郡レベルの教育行

政官の SIP 研修指導者やファシリテーターとしての養成、③簡易で実践的、使いやすい SIP 研

修教材の開発と全公立校 2 万 7,342 校への配布、④SIP 策定・更新の PIM への明記、⑤DoE、

NCED、CDC 間の連携を通じたカウンターパートの主体性と協調性の醸成、⑥SIP 研修やマニ

ュアルへの学校防災の反映、⑦防災教育調査結果の SSDP に対する貢献、が挙げられる。 

学校関係者にもポジティブな変化が多く確認されている。①SMC/PTA や校長、教員、保護者、

子どもなど学校関係者が、学校の現状や SIP の重要性と必要性を認識するようになった、②学
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校関係者が、SIP 策定・更新、実施に積極的に参加するようになった、③SIP が以前よりは現実

的で実行可能性のある計画になり、施設整備だけでなく不就学児童や退学者を減らす活動や学

習達成度を改善する活動など、教育機会へのアクセスや質の改善に資する取り組みが計画・実

施されるようになった、④予算措置が必要ない活動が SIP で積極的に計画・実施されるように

なった、⑤地震で被災した 3 つの郡で 1,363 校の公立校が緊急支援として教材・教具の供与の

便益を受けた、⑥防災面での学校関係者の意識が向上した、ことが挙げられる。これらは全般

的に有効性を高めている。 

 

４－２－２ プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響 

成果達成からプロジェクト目標に至る外部条件については、「中央行政機関のスタッフが頻

繁に異動しない」、「研修を受けた SMC のメンバーの多くが入れ替わらない」の 2 点が設定さ

れていた。1 点目のカウンターパートの人事異動は、ネパールで実施される多くの JICA 技術プ

ロジェクトと同様、本プロジェクトでも頻繁に起きた。しかし本プロジェクトの場合は、全国

75 郡を対象に SISM モデルの全国普及に取り組んだこともあり、これら頻繁な人事異動は阻害

要因ではなく、SISM1 から培った人脈が中央や各郡の教育省関係機関に広がり、プロジェクト

の取り組みや SIP の活性化を進めるうえでプラスに働いていた。2 点目の SMC は、基本的には

3 年に 1 回交代するため、外部条件としての設定は適切ではない。新規 SMC メンバーに対する

SIP 策定・実施に関するオリエンテーションを行う必要があり、1 校あたりの予算を増やし、校

長研修でこうしたオリエンテーションの必要性も強調するなど、プロジェクトではオリエン

テーションを行える環境を整えてきた。 

これらの外部条件は、プロジェクト目標の達成に影響を及ぼしていなかった。 

 

４－３ 効率性：やや高いと判断できる 

プロジェクトは、2 年次から SISM モデルの全国普及を行うことになったことや地震の対応と

して活動が増えたことに伴って、日本人専門家の派遣期間やプロジェクトの予算を増やしたこと

もあり、SIP のカスケード方式の研修や各種調査、教材開発など多くの活動を短期間に効率的に

実施した。2015 年の地震や道路封鎖、燃料不足など外部要因や SSRP の予算配賦の遅延などによ

り、一部の活動実施が遅れ効率性をやや低めた。成果発現に影響はなかったが、これらをふまえ

て全般的に効率性はやや高いと評価した。 

 

４－３－１ 日本側の投入 

SSRP に拠出された日本の PRS 無償の一部が、プロジェクトの進める SIP 活性化の全国普及

のために予算措置されることになった 2 年次以降、活動量が増えたため、日本側の投入である

専門家の派遣期間が増やされた。2015 年の 4 月と 5 月に起きたゴルカ大地震は甚大な被害をも

たらし、JICA もプロジェクトを通じて学校に対する緊急支援や防災教育に関する基礎調査を行

うことを決め、プロジェクトは成果 4 を追加して対応した。このほか防災教育の高まりもあっ

て、SIP に防災教育の視点を組み込んだ補助教材の作成や被災した郡を対象にした SIP フォロー

アップ研修の実施など、新たな活動も追加された。このほか、プロジェクトの 終年には SIP

研究や SSRP の学校補助金ガイドライン作成の活動が追加された。専門家の派遣期間が再度増

やされたこともあり、これらの活動は効率的に実施された。 
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日本人専門家の 11 名中 6 名がネパールでの業務経験があり、現地ネパールの事情に精通して

いた。総括は途中で交代したため 2 名配置されたが、ネパールや他国での教育セクターの経験

が豊富で、ネパール側からの信頼が厚く、強いリーダーシップを発揮した。日本側の投入であ

るプロジェクトスタッフは、カウンターパートや DEO など関係者との調整能力が高く、専門

家が不在の間もプロジェクト活動を実施しフォローした。これらはすべて円滑で効率的なプロ

ジェクト実施の貢献要因になった。 

 

４－３－２ ネパール側の投入 

ネパール側の投入のうち、プロジェクト 2 年次のネパール会計第 2 三半期（2014 年 11 月 16

日から 2015 年 3 月 15 日）に、SSRP から DoE、DEO に対する予算措置が大幅に遅れ、多くの

郡で RC と学校レベルのワークショップ開催が遅れた。 

ネパール側の投入であるカウンターパートのうち、SISM1 をはじめ JICA 技術プロジェクト

に従事した経験を持つカウンターパートも一部配置されたことは、プロジェクトのスキームの

理解促進や専門家との信頼関係構築にプラスに働いた。本プロジェクトの効率性を高めること

にも貢献したといえる。 

 

４－３－３ 外部条件の影響 

PDM の活動から成果に至るまでの外部条件は特に設定されていなかった。2015 年 4 月 25 日

と 5 月 12 日に起きたゴルカ大地震は一部の学校が休校になったり、被災した郡では校舎が全

壊・半壊したり、避難生活が長引き学校に戻れない児童がいるなど、教育現場にも甚大な被害

をもたらした。この地震により、本プロジェクトで支援してきた SIP 策定・更新を行う学校レ

ベルのワークショップが予定どおり 4 月や 5 月に実施できないなどの影響があった。地震以外

には 7 月から 8 月にかけての大雨により一部の道路が封鎖され、一部の学校へのプロジェクト

からの緊急支援が遅れた。このほか、2015 年 9 月から 2016 年 1 月にかけて、ネパール南部の

タライ地方が連邦制をめぐり治安が一部悪化してインドとの国境が封鎖され、深刻な燃料不足

が起きた。その結果、プロジェクトが計画していた合同モニタリングが予定どおり実施できな

い事態が発生した。2016 年 7 月の教育法改正に伴い SMC のメンバー交代があり、一部の郡で

SIP 策定・実施に遅れが出たという。 

これらは成果発現に影響はなかったものの一部の活動が遅れ、効率性をやや低める要因にな

った。 

 

４－４ インパクト（予測）：ポジティブなインパクトの発現が見られる。 

終了時評価時点で、ポジティブなインパクトの発現が見られる。 

 

４－４－１ 上位目標への波及効果と達成見込み 

上位目標の達成に必要な SIP 関連活動の制度化は、プロジェクト活動として取り組んだこと

もあり、特に予算面は改善が見られる。SIP 評価活動は、一部の関係者から高い評価を受けた

が、プロジェクト 終年に 11 郡で試行しただけでまだ十分制度化できていない。連邦制移行に

伴う教育行政機関の組織改編や制度変更が、2017 年の地方・州・国政選挙実施後に起こりうる

が、DoE が SSDP の中で SIP 評価を含め制度化に向けての取り組みを引き続き行えば、上位目
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標の達成見込みはやや高いと予想される（３－１－５「上位目標の達成見込み」を参照）。 

 

４－４－２ 上位目標以外の波及効果 

プロジェクト開始当初、SIP の策定・実施を全国に普及するとしながらも具体的な方法は決

まっていなかったが、1 年次の終わりから毎年、日本の財政支援の一部が SSRP と SSDP に予算

措置され、全国普及が実現した。 大のインパクトは、SIP の有用性が SSDP で明確に認識さ

れ、SIP 策定・更新・実施を含む予算の増額や、これまで課題とされた SIP と学校補助金との

関連づけなど、学校運営改善のツールとして確実に活用されるめどがたったことである。 

プロジェクトが作成した学校防災補助教材は多くの関係機関から注目され、ユニセフや NGO、

DoE の教育カウンセリング・災害管理課がメンバーである、児童中心災害リスク軽減協会が郡

や RC レベルの研修で使用したほか、同協会のメンバーである国際 NGO のセーブ・ザ・チルド

レンが独自の活動でも活用した。 

 

４－５ 持続性（見込み）：中程度からやや高いと見込める 

政策面と財政面の持続性は高いと見込まれた。既存制度を活用した SIP 研修の開発・実施など

の取り組みを高く評価したものの、SIP 評価など SIP の実効性を高める仕組みが十分構築されて

いないと判断し、制度面の持続性は中程度からやや高いと評価した。組織面は SIP 関連活動の実

施体制が依然として不明瞭な点、技術面は学校関係者の SIP の年間計画の策定スキルや学校会計

に関する基礎知識などに加え、学校関係者を支援する視学官と RP の SIP 評価スキルの向上など

に課題が残るとして、それぞれの持続性は中程度見込めるとした。これらを総合的に判断して、

プロジェクトの持続性は中程度からやや高いと評価した。 

 

４－５－１ 政策面：高い 

SIP の策定・実施を通じた学校運営改善は、SSDP で学校レベルのガバナンスとマネジメント

の改善や能力開発の１つとして明示されており、ネパール政府の方針は連邦制移行後も変更さ

れないと考えられる。したがって政策面の持続性は高いと見込まれる。 

 

４－５－２ 財政面： 高い 

ASIP/AWPB で SIP 策定・更新・実施の予算が増額傾向にあることや、学校補助金ガイドライ

ン作成後、SIP と学校補助金との関連づけが SSDP でより明確になる可能性が高く、財政面の

持続性は高いと予想される。 

 

４－５－３ 制度面： 中程度からやや高い 

既存の教育行政制度を活用したカスケード方式の SIP 研修の開発・実施や、NCED・教育研

修センター（ETC）が行う校長向け既存研修での実践的な SIP セッションの改訂などを高く評

価した。 

一方で、SIP の年間計画を策定していない学校や SIP に掲げた活動を十分実施できていない

学校があるほか、DEO、視学官、RP によるモニタリングやフォローアップが不足しているな

ど、SIP の実効性を高める仕組みはまだ十分構築されていない。そうした課題解決の鍵となり

うる SIP 評価は 11 郡だけで試行され制度化に至っていないため、制度面の持続性は中程度から
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やや高いと評価した。 

 

４－５－４ 組織面：中程度 

中間レビュー時から懸案となっている SIP 関連活動の実施体制については、終了時評価時点

でも様々な意見があり、関係部局や関係機関での議論と特定が必要である。またプロジェクト

チームが依然として活動を牽引しなければならない状況も確認しており、所管部局によるリー

ダーシップの発揮が今後必要不可欠であることから、組織面の持続性は中程度と評価した。 

 

４－５－５ 技術面：中程度 

中央・地方の教育行政官は、カスケード研修に参加し、SIP 策定の支援能力を獲得したとい

える。今後、引き続きこれらの研修で移転された知識やスキルは活用していくことが期待でき

る。SIP 評価については、DEO や視学官、RP に必要で有用なモニタリング・評価スキルだと考

えるが、全国普及には至っておらず技術面の持続性に課題がある。 

SMC など学校関係者は 5 カ年 SIP 策定に関する知識やスキルを身に着けて実践できる可能性

が高いが、SIP 年間計画の策定、学校会計に関する知識やスキルは不十分で、新たに習得でき

る機会を設ける必要がある。SIP の学校運営改善ツールとしての実効性を高めるためには、学

校関係者を支援する視学官と RP の SIP 評価などの能力強化にも引き続き取り組む必要がある。

これらをふまえて、技術面の持続性は中程度と評価した。 

 

４－６ プロジェクトの効果発現に貢献した要因 

４－６－１ 計画内容 

本プロジェクトは、「実践的でユーザーフレンドリーなモデルの開発」と「郡・学校・コミ

ュニティの理解と関心を高めることを重視した研修体制」を基本方針として活動を実施してき

た。これら 2 点に配慮した計画は、SISM モデルやカスケード方式の SIP 研修の有効性を高め、

中央から学校に至る関係者に広く評価されたことが確認された。またプロジェクトの妥当性、

有効性、一部持続性を高める要因となった。 

本プロジェクトは、投入の点でも効果発現に貢献している。SISM1 をはじめ JICA の業務に

従事したカウンターパートの投入や、リーダーシップを発揮した総括やネパール業務経験が豊

富な専門家、プロジェクトと関係者の調整役を担ったプロジェクトスタッフなど日本側の投入

は、専門家とカウンターパートとの信頼関係の構築、プロジェクト関係者間の円滑なコミュニ

ケーションに役立ち、効率的・効果的なプロジェクト運営を可能にした。 

 

４－６－２ 実施プロセス 

プロジェクトの開始当初、2 年次以降は全国を対象にするとしていたが具体的な普及方法は

決まっていなかった。1 年次の終わり（2014 年 5 月）に日本が SSRP に PRS 無償資金協力を通

じて財政支援することを閣議決定し、9 月にはその約半分を SIP 活性化の全国普及のために予

算措置することがネパール財務省と JICA 事務所間で合意された。この決定を受けて、2 年次か

らプロジェクトと DoE で費用を負担して SIP 活性化のための普及活動を全国で展開できるよう

になった。この点は、カウンターパートが SIP 促進の活動をプロジェクト限定の活動ではなく

DoE/DEO の活動として認識するようになり、本プロジェクトの有効性や効率性、一部持続性を
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高める要因になり、インパクトの発現にもつながった。 

プロジェクト開始後に、調整委員会の下に DoE、NCED、CDC のメンバーからなる T3 と T5

を設置した。これら 3 機関のカウンターパートがプロジェクト活動の一部を担ったことで、彼

らの主体性や責任感の醸成、日本人専門家との意思疎通の円滑化、3 機関の連携・協調の促進

などプラスの効果をもたらした。本プロジェクトの妥当性や有効性、効率性、一部持続性を高

めるのに貢献した。 

 

４－７ プロジェクトの問題点及び問題を惹起した要因 

４－７－１ 計画内容 

特になし。 

 

４－７－２ 実施プロセス 

効率性でも述べたとおり、①SSRP の予算配賦の遅延により、多くの郡で RC と学校レベルの

SIP ワークショップの開催が遅れた、②大地震により、一部の学校で SIP の策定・実施が遅れ

た、③雨期の道路封鎖で、被災郡の学校に対する緊急支援物資の輸送が遅れた、④インドの国

境封鎖による深刻な燃料不足で、一部のモニタリング活動が遅れた、⑤教育法改正で SMC メ

ンバーの変更があり、一部の学校での SIP 策定・実施が遅れた、の 5 点が効率性をやや低めて

おり、実施プロセスの問題を惹起した要因である。 

 

４－８ 結論  

本プロジェクトは、形骸化していた SIP を学校運営改善のツールとして全国に普及させ、その

有用性を中央・郡教育行政から学校レベルの関係者までに認識させるという特筆すべき成果をも

たらした。成果 1 から成果 4 はすべて達成され、プロジェクト目標達成に向けて寄与している。

しかしプロジェクト目標については、指標がベースライン調査時に比べ改善が見られるものの目

標値に届かず達成していない。 

5 項目評価は、妥当性が高く、有効性と効率性もやや高いという軒並み高い評価となった。プ

ロジェクトでは早い段階から持続性を高める取り組みをしており、終了時評価時点でも上位目標

の達成見込みはやや高いという評価結果につながった。SSDP で SIP の有効性が確実に認識され、

学校運営改善のツールとしての活用が方針として明示され予算が増額されるなど、ポジティブな

インパクトが既に発現している。持続性については政策面と財政面では高く、制度面は中程度か

らやや高く、組織面と技術面が中程度であり、総合的な評価は中程度からやや高い。 

SIP の実効性を高めるための SIP 評価について、パイロット郡での経験・教訓をふまえて制度

化できれば、実質的なプロジェクト目標は近いうちに達成されると見込めるだろう。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

評価結果に示されたように、プロジェクトは SIP の活性化に大きく貢献した。他方、策定され

た SIP の実施という点からは課題が残されている。SIP がより効果的に策定され、学校運営改善

の実現に向けて着実に実施されていくためには、学校関係者及び学校を支える教育行政関係者の

さらなる能力強化が必要となる。これに持続的に取り組んでいくためには、プロジェクト終了に

向けて、これまでプロジェクトが主導してきた役割をネパール側が引き継ぎ、その他の関係部署

との連携のもとに、学校運営改善をセクター計画の活動の一環として継続的に取り組んでいくこ

とが求められる。かかる観点からプロジェクト終了時まで、また、プロジェクト終了後も引き続

き取り組む課題に対して以下の提言を行った。 

 

(1) 制度化に向けた具体策の提示とその実施に向けて （プロジェクト期間中に取り組むべ

き課題） 

SIP 関連活動が、ネパール側の主導のもとに SSDP の中で着実に実施されていくために、

プロジェクト期間中に喫緊に取り組むべき課題として下記 4 点を挙げた。 

1. SIP 関連活動を総括する部局の特定 

2. 2017-2018 に実施すべき活動を特定し、SSDP の活動・予算計画に反映（提言 5-2 に詳細

記述） 

3. 組織体制変更後の実施体制に基づいた 2017-2018 の詳細活動計画の策定と承認（次回 CC

にて協議） 

4. プロジェクトの成果・教訓に加えて、プロジェクトが実施した各種調査や研究等（SIP 評

価を含む）の分析結果や知見について、地方、中央レベルの関係者及びドナー関係者と共

有 

 

(2) SIP の質担保のための主要関係者の能力強化に向けて（プロジェクト期間を超えて取り組

むべき課題） 

連邦制による新体制において、質の伴った SIP 関連活動が実施されるには、主要関係者の

さらなる能力強化が必要となる。とりわけ、RP 及び SS により SIP 評価活動が効果的に行わ

れ、学校レベルの SIP プロセスの質向上につながるよう、以下の活動を ASIP/AWPB 及び PIM

に明記し、必要な予算措置を行うよう提言した。 

1. リージョンレベル ToT ワークショップ（各郡のフォーカル RP、SS 対象） 

2. 郡レベルワークショップ（すべての RP、SS 対象） 

3. RC レベルワークショップ（校長や SMC 議長対象） 

4. SIP 策定ガイドライン改訂及び改訂版の印刷・配布（学校補助金ガイドラインとパッケー

ジにする） 

 

(3) SIP の実施促進に向けて（能力強化やガイドライン改訂にて留意すべき事項 -プロジェ

クト期間を超えて取り組むべき課題） 
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SIP の実施を高めていくためには、SIP プロセスにおける SMC や PTA の関与やコミットメ

ントをさらに強化する必要がある。かかる点から、学校レベルに対する RP、SS による技術

的支援や、SIP 形成マニュアルの改訂を検討するにあたって留意すべき事項として、以下の

点を挙げる。 

1. 5 カ年 SIP と年間 SIP が学校運営の有効なツールとして策定されるよう、適切なガイダン

スを行う。 

2. SIP を政府資金調達のためのプロポーザルとしての位置づけるのではなく、学校のイニシ

アティブにより実施する活動計画として捉える。 

3. 行政から学校に割り当てられるリソースに関する情報についても SIP 作成プロセスにて

提供する。 

4. 学校の資金管理（補助金運営）と SIP 策定に関する研修を統合的に提供し、学校運営改善

に向け、学校のリソースと SIP との関連性を強化する。 

5. 学校の資金管理に必要とされる SMC の基礎的な会計知識・能力を強化する。 

6. 国家の教育目標の達成においては、まずは学校のステークホルダーが、基本的な教育指標

の意味について自らの文脈で理解し、SIP を通じてこれらを収集、モニターすることによ

り、学校運営改善を促進する意識を高めることが肝要である。 

 

(4) プロジェクト期間の延長について 

上記の活動・対策を推進するにあたって、評価調査団は、１年を上限としたプロジェクト

期間の延長の必要性を認めた。なお、延長期間においては、ネパール政府は SIP 関連活動の

完全なる組織化、制度化を進め、セクター計画の中で管理・実施していく能力強化を行って

いくことを提言とした。 

 

５－２ 教訓 

(1) 組織横断的な C/P チームの構成及び役割の明確化がプロジェクト実施を促進する。 

DoE のプログラム・予算課が主要カウンターパートになり、予算面、運営面において、ス

ムーズなプロジェクト実施を可能とした。具体的には、全国展開や制度化に向けた必要な予

算措置を当課にて講じたことが円滑な実施につながった。加えて、公立学校管理課、NCED、

CDC は主に技術的な面へ貢献した。また、それらの C/P 機関の役割が本プロジェクトにて明

確化されていることでプロジェクトが機能し、実施が促進された。 

 

(2) 既存の研修制度の活用は持続性を確保する。 

NCED とプロジェクトが連携し、NCED の既存の校長研修制度に SIP 研修を統合させるこ

とができたことによって、新任される校長の SIP 関連活動理解のための研修ニーズを満たす

ことができた。また、このようなアプローチによって、NCED 及びプロジェクトの研修効率

性を高め、プロジェクト終了後も既存制度の中で継続的に実施されることとなる。 

 

(3) ローカルスタッフの活用が C/P の調整をはじめとする円滑なプロジェクト実施を可能に

する。 

SISM2 チームではプロジェクト期間中、プロジェクト活動実施を支援したローカルスタッ
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フが複数名在籍しており、日本人専門家の補助のみならず、積極的に研修のファシリテーシ

ョン、教育行政官との調整、情報収集を行ったことによって、SIP 関連活動の促進に向けた

能力が強化され、円滑なプロジェクト実施を可能とした。プロジェクト期間中及び今後の延

長期間に限らず、当セクターでの継続的な支援において、ローカルスタッフの能力強化と今

後の活用が重要である。 

 

(4) 複数援助スキームのタイムリーな連携が全国展開の実現につながる。 

本プロジェクトでは活動の全国展開を実現させることができたが、そのためにプロジェク

トと連携し、教育アドバイザーが重要な役割を担い、全国展開のタイミングで財政支援無償

による支援を可能とした。 

 





付 属 資 料 

 
 

１．評価グリッド（和文） 

２．ミニッツ 

 英文報告書 

 ANNEX1 PDM バージョン 2 

 ANNEX2 評価グリッド（英文） 

 ANNEX3 カウンターパートリスト 

 ANNEX4 ネパール側負担額 

 ANNEX5 日本人専門家リスト 

 ANNEX6 日本側負担額 

 ANNEX7 供与機材リスト 

 ANNEX8 本邦研修参加者リスト 

 





実績の確認 .

1
1. ASIP/AWPB（年次活動計画/年間事業予算）
でSIP作成・更新と実施にかかる予算が措置さ
れる

・SIP作成・更新、実施にかかる予算
・プロジェクト報告書
・ASIP/AWPB
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

2

2. SIP作成・更新活動がPIM（プログラム実施マ
ニュアル）で特定される

・PIMでのSIP作成・更新活動に関する記
載

・プロジェクト報告書
・PIM
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

3
3. SIP作成・実施を推進するための所定のチー
ムが存在する

・チームの設置状況、メンバーと役割、責
任

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

4

4. SIP実施に関して、DEO（郡教育事務所）とRC
（リソースセンター）の役割と責任が明確になる

・SIP実施に関するDEOとRCの役割、責任
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

5
5. プロジェクト終了後、すべてのDEOが新規
SMCに対するオリエンテーションを少なくとも1
回実施する

・DEOによる新規SMCに対するオリエン
テーションの実施

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

6

6. SIP作成・更新に関する内容がNCEDの研修
パッケージに含まれるようになる

・SIP作成・更新に関する内容のNCED研
修への反映状況

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

7 1. 少なくとも80％のサンプル校が、改訂SIP作
成ガイドラインに基づいて2016/17年度のSIP年
間計画を更新する*
（*ベンチマークは2013/14年度の43%（出典：全国普及の
ベースライン調査）

・2016/17年度のSIP年間計画を更新した
サンプル校の数と割合

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

8

2. 少なくとも60％のサンプル校が、2015/16年
度のSIPで計画した活動を実施**する
(**予算のいらない活動80％、予算のいる活動50％を実
施している場合、「実施した」とみなす)

・2015/16年度のSIPで計画した予算のい
らない活動と予算のいる活動を実施した
サンプル校の数と割合

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

9

3. 基礎教育のアクセス・質の改善に関連した活
動がSIPに計画され、実施される

・基礎教育のアクセス・質の改善に関連し
たSIP活動事例
・基礎教育のアクセス・質の改善に関連し
たSIPの計画・実施数

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

実績を確認するための指標

実績
（プロ目）

【プロジェクト目標】「全国の小学校に
おいて、学校改善計画（SIP）の策定・
実施を通じ、基礎教育のアクセス・質
の改善に向けた学校運営が行われ
る」の達成度の現況と達成見込み

調査方法情報源必要な情報・データ評価項目 プロジェクトの要約

【上位目標】「学校改善計画（SIP）を
通じた学校運営管理の改善に資す
る、中央・地方教育行政の技術的、
財政的支援メカニズムが維持される」
の達成度の現況と達成見込み

実績と目標
達成の見込
み（上位目

標）

１
．
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
和

文
）

－
43

－



10
1-1.　SIP作成ガイドブックが教育分野のアクセ
スと質の改善のための内容を盛り込むように改
訂される

・改訂のポイント
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

11

1-2. モジュール、モニタリング・ツール、ToT教
材等の研修パッケージが開発される

・改訂・開発された研修パッケージ
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

12

1-3. 全国的な研修・モニタリングの仕組みが開
発される

・開発された研修・モニタリングの仕組み
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

13

1-4. 学校運営に関するガイドラインがネパール
政府により承認される

・承認された学校運営に関するガイドライ
ン

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

14

1-5.  SIPプロセスを推進・改善する活動が
ASIP/AWPBに載せられる

・SIP関連活動のASIP/AWPBへの反映状
況

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

15

2-1. ToT参加の中央レベル行政官のSIP促進
に関する理解度が向上する

・ToT参加の中央行政官のSIP促進に関す
る理解度

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

16

2-2. ToT参加の地方行政官のSIP促進に関す
る理解度が向上する

・ToT参加の地方行政官のSIP促進に関す
る理解度

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

17

2-3. 対象地域の校長、教員、SMC、保護者の
SIPや学校管理に関する理解が向上する

・対象地域の校長、教員、SMC、保護者の
SIPや学校管理に関する理解度

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

18 2-4. 提言を受けた活動がSIPの全国普及プロ
グラムに組み込まれる

・SIPの全国普及プログラムに組み込まれ
た検証対象地域での検証結果や提言

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

19

2-5. 5年間のSIPと年間計画が、統制郡（コント
ロール郡）より検証郡の学校で多く作成される。

・5年間のSIPと年間計画を作成した対象
郡と統制郡の学校の数

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

20

2-6. 基礎教育のアクセスと質の改善に関する
活動が研修とモニタリング活動を実施したSMC
のSIPで計画される

・検証対象地域のSMCが計画した、基礎
教育のアクセスと質の改善に関する活動

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

21

2-7. SIP作成や実施に際して学校関係者の関
与が高まる

・SIP作成や実施への学校関係者の関与
の度合い

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

22

3-1. SIP促進のために、ToTの指導員としての
中央行政官の能力と関与が向上する

・ToT指導員としての中央行政官の能力向
上と関与の度合い

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

【成果2】「「モデル」の有効性及び実
効性が検証対象郡において検証され

る」の達成度

実績
（成果）

【成果1】「基礎教育のアクセスと質の
改善に向けた学校運営計画の策定・
実施が有効に機能するための「モデ

ル」が開発される」の達成度

実績
（成果）

－
44

－



23

3-2. 地方行政官のToTの内容に関する理解度
が高まる

・地方行政官のToT内容に関する理解度
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

24
【成果3】「中央及び地方の教育行政
機関の学校運営の支援能力が強化

される」の達成度

3-3. SIP促進や開発、更新・実施のために
DoE、NCED、CDC、DEO間で頻繁に会合を開
かれる

・SIPに関するためのDoE、NCED、CDC、
DEO間の会合開催頻度

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

25

3-4. PIMにSIPを推進・改善する活動が明記さ
れる

・SIP推進・改善に関するPIMの記載 ・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

26

4-1. 支援計画策定時に学校の緊急ニーズが十
分考慮される

・計画策定プロセス
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

27
4-2. 3郡の視学官全員が、担当学校に対してカ
リキュラム、教員用テキスト、出席簿、その他の
教材の使い方を指導する

・視学官の指導状況
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

28
4-3. 3郡のすべてのコミュニティスクールが、緊
急支援物資を活用する

・コミュニティスクールの緊急支援物資活
用状況

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

実績
（ネパール側

投入）

29

・C/Pの配置
・運営経費（手当等も含む）
・プロジェクト専門家執務室、施設等
の提供

投入内容と可能限り金額で示す（R/D記載内容
との比較）

・C/P配置表（異動者の確認含む）
・運営経費（手当等も含む）
・提供執務室、施設

・プロジェクト報告書
・日本人専門家

・報告書のレビュー
・関係者へのインタビュー

実績
（日本側投

入）

30

・専門家の数・専門分野
・供与資機材（リストと供与額）
・受入れ研修員の数
・運営経費等

投入内容と可能な限り金額で示す（R/D記載内
容との比較）

・専門家の数・専門分野（人月数）
・供与資機材（リストと供与額）
・受入れ研修員の数（研修員の所属別に）
人月数
・運営経費等

・プロジェクト報告書
・日本人専門家

・報告書のレビュー
・関係者へのインタビュー

実績
（成果）

【成果4】「地震の被災地、シンドパル
チョーク郡、ラメチャップ郡、オカル
ドゥンガ郡の3郡のすべての公立校

に指導教材・学習教材の供与の緊急
支援が、学校のニーズに基づき適切
かつタイムリーに行われる」の達成

度

－
45

－



実施プロセスの把握

1

・プロジェクト全体の実施状況
・運営面、技術面の促進要因と阻害
要因

・プロジェクトの運営、技術移転は円滑になされ
てきたか
・円滑になされてきた要因は何か、なされてい
ないとすれば原因は何か

・プロジェクトマネジメント体制（内部要因）
・PDMとの乖離
・外部条件の変化、その他プロジェクトを
取り巻く外部要因

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

2

・活動の進捗状況
・活動の促進要因と阻害要因
・活動実施にかかる問題点

・各成果の活動は順調に進んでいるか
・活動を促進している要因と阻害している要因
は何か
・十分に実施されていない活動はあるか、ある
としたらその原因は何か

・POとの乖離
・投入や外部条件の変化
・その他の内部的な促進・阻害要因と対処
法
・活動修正の際のプロセスや文書記録

・プロジェクト報告書・ミ
ニッツ
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・関係者へのインタビュー

3

・モニタリングの仕組み

・モニタリング（プロジェクトの進捗状況の確認）
はどのように行われていたか（形態・頻度）
・進捗状況確認の結果はどのようにフィードバッ
クされていたか
・モニタリング方法の改善の余地はあったか

・モニタリングツール（記録方法等含む）の
有無
・モニタリング実施方法、活用・フィードバッ
ク方法

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

4

・外部条件の変化とその対応

・外部条件に関して変化はあったか、変化が
あった場合、誰がどのように対応したか
・外部条件に記載していない外部要因による変
化はあったか、変化があった場合、誰がどのよ
うに対応したか

・外部条件の変化と対処策
・記録の有無、記録方法

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・関係者へのインタビュー

5

・前提条件の変化とその対応
・本プロジェクトで前提条件が設定されていない
が、前提条件として設定すべき事柄があったか

・前提条件に関するプロジェクトマネジャー
（ＰＭ）と総括の意見

・プロジェクト報告書
・ネパール側ＰＭ、日本
側総括

・報告書のレビュー
・関係者へのインタビュー

モニタリング
の実施状況

評価項目 評価設問（大項目） 評価設問（小項目）

プロジェクト
運営、活動の
進捗状況

調査方法必要な情報・データ 情報源

－
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－



関係者間の
コミュニケー

ション

6

・コミュニケーションと問題認識の共
有状況

・専門家とC/Pの間で十分なコミュニケーション
が図られていたか
・専門家とC/Pの間で問題に対する認識は共有
されていたか
・C/P機関同士で十分なコミュニケーションが図
られていたか
・C/P機関同士で問題に対する認識は共有され
ていたか
・JICA本部やJICAネパール事務所、プロジェク
トとの間で十分なコミュニケーションが図られて
いたか
・JICA本部やJICAネパール事務所、プロジェク
トとの間で問題に対する認識は共有されていた
か

・コミュニケーションツールの有無
・各種会議の頻度や記録方法、記録内容
・JICA本部、JICAネパール事務所、専門
家、C/P等の意見、見解

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家
・ＪICA本部/ネパール事
務所

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

技術（技能）
移転の手法

7

・技術、知識、ノウハウ移転の進捗状
況

・C/Pに伝えるべき技術、知識、ノウハウの内容
は何で対象は誰か
・移転すべき上記内容はプロジェクト開始時に
比べ変化してきているか
・的確に上記が移転されているか、技術移転の
際、どのような工夫がなされているか

・移転すべき技術、知識、ノウハウの内容
と対象者
・移転すべき技術、知識、ノウハウの内容
の変化の有無
・技術移転の方法

・プロジェクト報告書
・日本人専門家

・報告書のレビュー
・専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

相手国実施
機関のオー
ナーシップ

8

・実施機関と責任監督機関のプロ
ジェクトに対する主体性の醸成状況

・教育局と教育省のプロジェクトに対する認識
の度合い
・教育局と教育省のプロジェクトへの参加の度
合い
・C/Pの配置の適性度
・プロジェクト予算の負担状況（開始後の予算
額の推移）

・各種会議の開催頻度、参加者、協議内
容
・その他、実施機関の主体性の醸成が確
認できる事例の有無
・C/Pの配置人数、職位
・プロジェクト開始後の予算額の推移

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

－
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－



評価5項目による分析

1

プロジェクトの必要性

協力内容（住民参加による学校運営モデルの構築、
SIPの活性化を通じた学校改善、関係者の能力向上、
全国普及事業）は教育省や教育局のニーズに合致して
いるか

・教育局、郡教育事務所、関係機関
のプロジェクトに対する認識、見解
・日本人専門家のプロジェクトの必要
性に対する見解

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

2

プロジェクト目標、上位目標はネパールの国家開発計
画である3カ年計画、学校セクター改革計画（SSRP）、
学校セクター開発計画（SSDP）、その他関連政策との
整合性はあるか

・第12年次計画 (2010/11-2012/13
年)、第13年次計画（2013/14-
2015/16年）
・学校セクター改革計画（2009/10-
2015/16年）
・学校セクター開発計画(2016～2023
年）

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家
・上位の国家開発計画

・関連文書のレビュー
・関係者ヘのインタビュー

3

プロジェクト目標、上位目標は日本の対ネパール援助
政策との整合性はあるか

・対ネパール国別援助方針(2012年）
・事業展開計画（2014年）
・JICA国別分析ペーパー（2014年）

・外務省ホームページ
・JICAネパール事務所

・関連文書のレビュー

4
プロジェクトがとった実施体制やアプローチ（モデル検
証対象地域の選定やカスケード研修・モニタリング実施
方法など）は現場のニーズに即したものか。また学校改
善の手段、基礎教育のアクセスと質の改善の手段とし
て適切だったか

・関係者のプロジェクトに対する認
識、見解

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

5

日本の技術の優位性はあるか
・日本の類似分野での協力実績
・日本の技術に対する関係者の認識

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

6

プロジェクト目標の達成 プロジェクト目標が達成される見込みはあるか ・実績表 ・実績表 ・実績表

7

成果（アウトプット）の貢献
プロジェクト目標の指標の変化は、プロジェクトのそれ
ぞれの「成果が達成されつつある変化」によって引き起
こされた結果と言えるか

・成果の指標の実績
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績

調査方法必要な情報・データ

プロジェクトの優先度

戦略・アプローチの適切性

評価項目
情報源

妥当性

（プロジェクト
の実施の正当
性、必要性を

問う）

評価設問（大項目） 評価設問（小項目）

有効性

－
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8

成果（アウトプット）の貢献

プロジェクト目標の達成のために、PDMには記載されて
いないが相当量の投入・活動を行い成果と呼べるよう
なものがあったか、それはPDMに成果として記載すべ
きか

・活動実施計画(Plan of Operation)と
活動実績の対応表
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

9

外部条件「中央行政機関のスタッフが頻繁に異動しな
い」、「研修を受けたSMCのメンバーの多くが入れ替わ
らない」の影響はあったか

・プロジェクトに影響を与えた自然災
害

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

10

PDMに記載されていないが影響を与えた外部要因（促
進・阻害要因）があるか

・プロジェクト外部の貢献・阻害要因
の特定と根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

11

・プロジェクト内部の貢献・阻害要因
の特定と根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

12

成果(アウトプット）の達成 4つの成果(アウトプット）は達成されるか ・実績表 ・実績表 ・実績表

13

専門家派遣人数、専門分野、派遣時期は適切だったか
・派遣実績
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

14

供与機材の種類、量、調達・供与時期は適切だったか
・機材実績
・機材利用状況
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

15

研修員の受入れ人数、分野、研修内容、研修期間、受
け入れ時期は適切だったか

・研修員受け入れ実績
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

16

プロジェクトの予算、日本側のコスト負担は適正規模
だったか

・プロジェクトコスト負担実績
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

プロジェクト目標に至るまでの
外部条件の影響

有効性

（プロジェクト
の実施により
ターゲットグ

ループに便益
がもたらされ
ているか、プ

ロジェクト目標
が達成される
見込みはある
か、それは成
果の結果によ
りもたらされて

いるのか）

効率性

（投入された
資源量に見

合った活動が
実施された

か、プロジェク
トは効率的で
あると言える

か）

（成果を達成する上での）日本
側の投入の質、量、タイミング

の観点からの効率性

プロジェクトの有効性に影響を与えた貢献・阻害要因は何か

－
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17

カウンターパートの人数、配置、能力は適切だったか
・C/P配置状況
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

18

土地、建物、施設の規模、質、利便性に問題はなかっ
たか

・建物・施設の現状
・機材配置
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

19

プロジェクトの予算、ネパール側のコスト負担は適切規
模だったか

・プロジェクトコスト負担実績
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

20

成果（アウトプット）を達成するために十分な活動が計
画され、タイミングよく実施されているか

・活動実施計画(Plan of Operation)と
活動実績の対応表
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

21
成果（アウトプット）の達成のために、PDMには記載され
ていないが成果に貢献した活動があったか、それは
PDMに活動として記載すべきだったか

・活動実施計画(Plan of Operation)と
活動実績の対応表
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

22

成果（アウトプット）の達成のために、これまで実施して
いないがPDMに新たに追加すべき活動はあるか

・活動実施計画(Plan of Operation)と
活動実績の対応表
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

23

活動から成果に至るまでの外部条件が設定されていな
いが、影響を与えた外部条件があるか

・活動から成果に至るまでの外部条
件

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

24

前提条件が設定されていないが、活動実施に影響を与
えた外部条件があるか

・前提条件
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

25

・プロジェクト内部の貢献・阻害要因
の特定と根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

（活動を行ううえでの）ネパー
ル側の投入の質、量、タイミン

グの観点からの効率性

プロジェクトの効率性に影響を与えた貢献・阻害要因は何か

効率性

（投入された
資源量に見

合った活動が
実施された

か、プロジェク
トは効率的で
あると言える

か）

活動の貢献

活動から成果に至るまでの外
部条件の影響

－
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26

上位目標達成の見込み
上位目標「基礎教育のアクセス・質が改善される」は、
今後プロジェクトの効果として達成される見込みがある
か

・上位目標の指標の実績
・関係者の意見

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

27

上位目標に至るまでの外部条
件の影響

「教育省がSSRPを継続」、「社会経済、政治情勢が悪
化しない」「教育省が改善のための関連プログラムや活
動を実施する」の影響はあるか

・外部条件の特定と影響度予測
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

28
上位目標以外の予期しなかったプラスの効果・影響は
あったか

・そのほかのインパクトの特定と影響
予測

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

29

予期しなかったマイナスの効果・影響はあったか ・負のインパクトの特定と影響予測
・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

30

・プロジェクト内部の貢献・阻害要因
の特定と根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー
・実績表

31

政策
プロジェクトの効果を持続あるいは拡大する取り組みが
政策で担保されているか

・関係者の意見
・政策面の持続が見込める根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

32

組織
SIP関連活動を継続していく実施体制がDoEの関係部
署間（プログラム・予算課、公立校管理課、モニタリング
課）で明確になっているか

・関係者の意見
・組織面の持続が見込める根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

33

財政
SMCやPTAメンバー向けのSIPオリエンテーション実施
のための予算が確保されているか、学校レベルでSIP
の作成・実施に必要な予算が十分確保されているか

・関係者の意見
・予算面の持続が見込める根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

34

制度
SIP作成・実施を通じた学校改善が継続していくための
制度面の措置が十分講じられているか

・関係者の意見
・制度面の持続が見込める根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

35

技術

中央、郡、学校レベルでプロジェクトから研修やオリエ
ンテーション、ガイドブックの改訂・配布等を通じて移転
された知見やノウハウは今後も持続する見込みがある
か、プロジェクトの協力範囲で引き続き技術移転が必
要な事柄があるか

・関係者の意見
・技術面の持続が見込める根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

36

・プロジェクト内部、外部の貢献・阻
害要因の特定と根拠

・プロジェクト報告書
・C/Pと日本人専門家

・報告書のレビュー
・C/Pと専門家に対する質問票
・関係者へのインタビュー

持続性

（プロジェクト
の効果は協力
終了後も持続
していく見込
みはあるか）

持続性に影響を与えている貢献・阻害要因は何か、また今後、持続性に影響を与える
であろう貢献・阻害要因は何か

インパクト

（プロジェクト
の実施により
長期的・間接
的・波及効果
を生みだしつ
つあるか、あ
るいは見込み
があるか）

波及効果

上位目標の達成に影響を与えている貢献・阻害要因は何か、また今後予想される貢
献・阻害要因は何か
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